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国指定史跡真福寺貝塚保存活用計画研究会設置要⥘ 

 （設置） 

第１条 国指定史跡真福寺貝塚の保存活用計画の策定にあたり、史跡等に関し学識経験を有する

者の知見の活用を図るため、国指定史跡真福寺貝塚保存活用計画研究会（以下「研究会」とい

う。）を設置する。 

 （所ᤸ事務） 

第２条 研究会は、次に掲げる事項を所ᤸする。 

（１）国指定史跡真福寺貝塚の保存活用計画に関すること。 

（２）前号に掲げるもののほか、真福寺貝塚の保存活用に必要と認めること。 

 （組織） 

第３条 研究会は、委員１５人以内をもって組織し、史跡等に関し学識経験を有する者のうちか

ら教育長が委კする。 

 （設置期間） 

第４条 研究会の設置期間は、平成２８年３月３１日までとする。 

（会長及び副会長） 

第５条 研究会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の中から஫選により選出する。 

３ 会長は、研究会の会務を総理し、研究会を代表する。 

４ 副会長は、委員の中から会長が指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事ᨾがあるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

（会議） 

第６条 研究会の会議は、会長が招集する。 

２ 会議の議長は、会長がその任にあたる。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出ᖍによる説明若しくは意見又は資料

の提出を求めることができる。 

（ᗢ務） 

第７条 研究会のᗢ務は、教育委員会生涯学習部文化財保護課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要⥘に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要⥘は、平成２７年６月９日から施行する。 
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調査年 

（西ᬺ） 
調査機関等 調査位置 概要 備考 

大正15年 

（1926） 

大山史前学研究所 泥炭層遺跡 安行３ｃ式、漆器等出土 文献３・14・114・

129・133 貝塚（居住域） 安行２式出土。貝層では15੉

四方のコラムサンプル採取。 

昭和２年 

（1927） 

大山史前学研究所 貝塚（居住域） 詳細不明 文献14 

昭和９年 

�1934� 

東京人類学会㸭山

内清男 

貝塚（居住域） 山内清男が安行式３区分する

資料となった 

文献39・62・65 

昭和15年 

�1940� 

東京ᖇ国大学理学

部人類学教室 

泥炭層遺跡 漆塗製品、植物遺存体等出土 文献31・36・48・56・

89・91・95・102・103「包含地」（居住域） 重複する大形住居跡 

壁沿いに並ぶ石剣など 

貝塚（居住域） 貝層を伴う加曾利Ｂ式期の住

居跡とࣟーム土の㈞床を伴う

安行式期の住居跡が重複。前

者では壁３面に沿った床面で

炭化した編組製品が出土 

昭和24年 

�1949� 

日本考古学協会縄

文式文化編年特別

委員会 

泥炭層遺跡 下層に加曾利 B 式、上層に安

行式 

文献27・93・125 

「包含地」（居住域） 詳細不明 

昭和27年 

�1952� 

國學院大學 貝塚（居住域） 貝層の調査（加曾利 B 式～高

井東式） 

土器は勝坂式・加曾利 E 式か

ら安行３ｂ式・大洞系まで出

土。 

文献36・49 

昭和40年 

�1965� 

慶應義塾大學 泥炭層遺跡 安行３ｃ式主体 

下層に安行 

文献36・100 

昭和58年 

（1983） 

岩槻市遺跡調査会 Ａ地点 

高まり外側 

中近世の溝等検出 

縄文土器はᦶ⪖する 

文献45 

平成元年 

（1989） 

岩槻市教育委員会 Ｂ地点 

窪地内 

中世以降の溝 

縄文土器は細片 

文献46 

平成元年 

（1989） 

岩槻市教育委員会 Ｃ地点 

高まり範囲内 

包含層は消⁛し、表土直下に

堀之内式～安行式期の遺構群

が密集 

文献52 

平成５年 

（1993） 

岩槻市教育委員会 Ｄ地点 

高まり東〈～外側 

安行１式の住居跡 

東方は中近世の溝のみ 

文献45 

平成５年 

（1993） 

岩槻市教育委員会 㹃地点 

谷対岸部 

谷の西斜面を検出 文献42 

平成５～６年 

（1993～94） 

岩槻市教育委員会 台地上 地下レーダー探査 文献44 

平成７年 

（1995） 

岩槻市教育委員会 泥炭層遺跡 ボーリング調査 文献44 

平成13～14年 

（2001～02） 

岩槻市教育委員会 㹄地点 

高まり東〈部 

堀之内式～安行３ｃ式 

 

文献53 

平成16年 

（2004） 

岩槻市教育委員会 㹆地点 

泥炭層遺跡 

泥炭層遺跡内の平坦面 

泥炭層際で安行３ｄ式期の遺

構群、焼獣骨多い 

文献50 

平成20年 

（2008） 

さいたま市教育委

員会 

㹇地点 

高まり範囲内 

堀之内式～安行３ｂ式 

住居跡柱穴に貝層 

製塩土器出土 

文献51 

平成21年 

（2009） 

さいたま市教育委

員会 

㹈地点 

高まり範囲内 

堀之内式～安行２式主体の住

居跡群・貝層 

文献54 

平成23～26年 

（2011～14） 

さいたま市教育委

員会 

第１期確認調査 史跡近接地８地点 

 

文献55 

平成23年 

（2011） 

さいたま市教育委

員会 

地下レーダー探査 史跡指定地内及び周辺地 文献55 

第１期確認調査の一

環 
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【調査報告等】   ※資料紹介・参加記・ᙡ報を含む 

№ 編著者 刊行年 タイトル 掲載ㄅ・シリーズ等 発行 

1 ⏥野 ຬ 1927 「真福寺貝塚の発掘に就て」 『人類学雑ㄅ』第42巻第３号 東京人類学会 

2 上⩚貞ᖾ 1928 「学会慶事」 『考古学雑ㄅ』第18巻第６号 日本考古学会 

3 ⏥野 ຬ 1928 『埼玉県柏崎村真福寺貝塚調査報告』 『史前学小報』第２号  

4 ⏥野 ຬ 1929 「貝塚より出土する淡水産貝類」 『史前学雑ㄅ』第１巻第２号 史前学会 

5 ⏥野 ຬ 1929 「Ⲉ城県小文間村中ጔ貝塚調査報告」 『史前学雑ㄅ』第１巻第１号 史前学会 

6 宮坂光次 1929 「真福寺貝塚出土の土製品」 『史前学雑ㄅ』第１巻第４号 史前学会 

7 池上啓介 1930 「埼玉県柏崎村真福寺貝塚の最近出土の土版に

就いて」 

『史前学雑ㄅ』第２巻第６号 史前学会 

8 埼玉郷土会 1930 「石器時代土偶（口絵解説）」 『埼玉史ㄯ』第１巻第１号 埼玉郷土会 

9 東京ᖇ国大学 1930 『日本石器時代 遺物発見地名表 第五版 追

補一』 

 岡書院 

10 八幡一郎 1931 「石器時代の土製⊷」 『人類学雑ㄅ』第46巻第１号 東京人類学会 

11 八幡一郎 1931 「真福寺出土の⿦飾品」 『人類学雑ㄅ』第46巻第２号 東京人類学会 

12 八幡一郎 1931 「武蔵真福寺の三土器」 『人類学雑ㄅ』第46巻第４号 東京人類学会 

13 池上啓介 1933 「㪒骨を出土せる石器時代遺跡」 『史前学雑ㄅ』第５巻第３号  

14 大山柏・宮坂光

次・池上啓介 

1933 『東京湾に注ぐ主要渓谷の貝塚に᪊ける縄文式

石器時代の編年学的研究予報1』 

『史前学雑ㄅ』第３巻第６号代冊 史前学会 

15 史前学会 1933 「昭和୐年度史前学会事業報告（創立第四年）」 『史前学年報 昭和୐年』 史前学会 

16 堀田兼ኵ 1934 「東京人類学会主催 真福寺貝塚見学᪑行参加

之記」 

『ドルメン』第３巻第12号  

17 八幡一郎 1934 「第３日 貝塚見学᪑行及᠓親会（10月 14日日

᭙日）」 

『人類学雑ㄅ』第49巻第11号 東京人類学会 

18 池上啓介 1935 「真福寺貝塚の土偶二例」 『史前学雑ㄅ』第７巻第２号 史前学会 

19 池上啓介 1935 「ᨾ簡野啓氏採集日ㄅᢤ」 『史前学雑ㄅ』第７巻第４号 史前学会 

20 宮崎⣓・稲生典ኴ

郎 

1935 
「真福寺貝塚発見の一土偶」 

『史前学雑ㄅ』第７巻第２号 史前学会 

21 池上啓介 1936 「土版岩版発見地名」 『史前学雑ㄅ』第８巻第５号 史前学会 

22 大給 ᑺ 1936 「㫽獣類発表追加」 『史前学雑ㄅ』第８巻第５号 史前学会 

23 後藤守一 1937 「ࠑ口絵解説ࠒ武蔵真福寺出土の石器時代土偶」 『考古学雑ㄅ』第27巻第６号 考古学会 

24 ⏥野 ຬ 1940 「埼玉県真福寺貝塚発見の耳ᰦ」 『人類学雑ㄅ』第55巻第10号  

25 東京人類学会 1940 「人類学教室の先史遺跡調査第二報」 『人類学雑ㄅ』第55巻第８号 東京人類学会 

26 ⏥野 ຬ 1941 「異形注口土器」 『古代文化』第12巻第６号 日本古代文化学会 

27 ⏥野 ຬ 1955 「埼玉県南埼玉郡真福寺遺跡」 『日本考古学年報』第３号 日本考古学協会 

28 江坂輝ᙗ 1957 「先史時代Ⅱ 縄文文化」 『考古学ノート』第２ 日本評論新社 

29 大場☬雄 1957 「埼玉県埼玉郡真福寺貝塚」 『日本考古学年報』５ 日本考古学協会 

30 江坂輝ᙗ 1959 「縄文文化の時代における植物栽培の起源の問

題に対する一考察」 

『考古学雑ㄅ』第44巻第３号 日本考古学会 

31 酒詰仲男 1962 「埼玉県真福寺貝塚第二地点第一号住居ᆎにつ

いて」 

『人文学』第59号 同志社大学人文学

会 

32 慶應義塾高等学

校歴史研究会 

1968 
「埼玉県岩槻市柏崎真福寺遺跡発掘報告」 

『$Uchaeology 慶応義塾高等学校

歴史研究会々報』30 

慶応高校歴史研究

会 

33 大場☬雄 1975 「楽石㞯筆」（上） 『大場☬雄著作集第６巻』 雄山㛶出版 

34 片岡 ⫕ 1977 
「【図版解説】埼玉県岩槻市真福寺出土の土偶」

『古代文化』第21巻第８号 財団法人古代学協

会 

35 埼玉県 1980 『新編埼玉県史 資料編１ 原始 旧石器・縄

文』 

 埼玉県 

36 岩槻市史編さん室 1983 『岩槻市史 考古史料編』   

37 Ⳣ野道保 1987 「縄文時代特Ṧ住居論ᢈ判－『大型住居』研究の

展開のために－」 

『東京大学文学部考古学研究室紀

要』第６号 

東京大学文学部考

古学研究室 

38 岩槻市教育委員会 1989 『史跡真福寺貝塚保存管理計画書』  岩槻市教育委員会 

39 金子裕之 1989 
『真福寺貝塚資料 山内清男考古資料１』 

奈良国立文化財研究所史料第30冊 奈良国立文化財研

究所 

40 埼玉県立博物館 1990 『大針貝塚・浮谷貝塚：発掘調査報告』  埼玉県立博物館 

41 大塚達ᮁ 1994 
「石剣」 

『東アジアの形態世界 東京大学

コレクション（Ⅰ）』 

東京大学出版会 

42 岩槻市教育委員会 1997 『平成８年度岩槻市内遺跡発掘調査報告書』  岩槻市教育委員会 

43 金子裕之他 1997 『縄文草創期・縄文後晩期・⎰ሾ資料 山内清男

考古資料８』 

奈良国立文化財研究所史料第46冊 奈良国立文化財研

究所 

44 岩槻市教育委員会 2000 『史跡真福寺貝塚調査報告書 Ⅰ －貝塚・集落

跡の地下レーダー探査及び泥炭層遺跡のボーリ

ング調査－』 

岩槻市文化財調査報告書第21集 岩槻市教育委員会 

Ⅲ 主要な関係文献 
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№ 編著者 刊行年 タイトル 掲載ㄅ・シリーズ等 発行 

45 岩槻市教育委員会 2002 『史跡真福寺貝塚調査報告書 Ⅱ －史跡隣接

地Ａ・Ｄ地点の調査－』 

岩槻市文化財調査報告書第23集 岩槻市教育委員会 

46 岩槻市教育委員会 2003 『史跡真福寺貝塚調査報告書 Ⅲ －史跡隣接

地Ｂ地点の調査－』 

岩槻市文化財調査報告書第24集 岩槻市教育委員会 

47 阿部ⰾ郎 2005 
「大山史前学研究所跡地」 

『第３次埋蔵文化財白書̿遺跡の

保護と開発のはざま－』 

日本考古学協会 

48 酒詰治男（編） 2009 
『酒詰仲男 調査・日録 第２集』 

東京大学総合研究博物館標本資料

報告第77号 

東京大学総合研究

博物館 

49 國學院大學伝統

文化リサーチセ

ンター・学術資料

館 

2011 

「國學院大學学術資料館所蔵考古資料調査報告

埼玉県さいたま市 真福寺貝塚出土資料」 

『國學院大學考古学資料館紀要』

第27㍴ 

國學院大學考古学

資料館 

50 さいたま市教育

委員会 

2011 
『真福寺貝塚（㹆地点）』 

さいたま市埋蔵文化財調査報告書 

第６集 

さいたま市教育委

員会 

51 さいたま市教育

委員会 

2012 『与野東遺跡（第４次調査）・真福寺貝塚（㹇地

点）・根岸遺跡（第11次調査）・㣤塚原地遺跡（第

４地点）・関後耕地遺跡（確認調査）』 

さいたま市内遺跡発掘調査報告書 

第 11集 

さいたま市教育委

員会 

52 さいたま市教育

委員会 

2012 
『真福寺貝塚（Ｃ地点）』 

さいたま市埋蔵文化財調査報告書 

第７集 

さいたま市教育委

員会 

53 さいたま市教育

委員会 

2013 
『真福寺貝塚（㹄地点）』 

さいたま市埋蔵文化財調査報告書 

第８集 

さいたま市教育委

員会 

54 さいたま市教育

委員会 

2015 
『根切遺跡（第９次）・真福寺貝塚（㹈地点）』 

さいたま市内遺跡発掘調査報告書 

第 14集 

さいたま市教育委

員会 

55 さいたま市教育

委員会 

2015 
『第１期確認調査報告書』 

国指定史跡真福寺貝塚総括報告書 

第１集 

さいたま市教育委

員会 

56 さいたま市教育

委員会 

2016 『史跡見沼通船堀（西縁）確認調査・史跡真福寺

貝塚総合調査概報�1�・⩻刻 同志社大学歴史資

料館所蔵 酒詰仲男氏「武蔵国柏崎村真福寺貝

塚発掘報告」草✏』 

さいたま市埋蔵文化財調査報告書 

第 11集 

さいたま市教育委

員会 

【論 著】 

№ 編著者 刊行年 タイトル 掲載ㄅ・シリーズ等 発行 

57 ᮡ山寿ᰤ男 1927 「石器時代の木製品と編物」 『人類学雑ㄅ』第42巻第８号 東京人類学会 

58 中谷治宇二郎 1927 「注口土器ノ分類ト඼ノ地理的分布 日本石器時

代遺物の研究1」 

『東京ᖇ国大学理学部人類学教室

研究報告』第４編 

東京ᖇ国大学 

59 ᮡ山寿ᰤ男 1928 『日本原始工芸概説』  工芸美術研究会 

60 ⏥野 ຬ 1929 「Ⲉ城県小文間村中ጔ貝塚調査概報」 『史前学雑ㄅ』第１巻第１号 史前学会 

61 山内清男 1930 「所ㅝ亀ヶ岡式土器の分布と縄⣠式土器の始末」 『考古学』第１巻第３号 東京考古学会 

62 八幡一郎 1930 「奥⩚文化南₞資料」 『考古学』第１巻 東京考古学会 

63 池上啓介 1933 「広畑貝塚」 『史前学雑ㄅ』第５巻第５号 史前学会 

64 大場☬雄 1933 「縄文土器論の過去および現在」 『考古学雑ㄅ』第23巻第１号 考古学会 

65 山内清男 1934 「真福寺貝塚の再ྫྷ味」 『ドルメン』第３巻第12号 岡書院 

66 丸茂武重 1934 「遺跡考古学に関する若ᖸの問題 『考古学』第５巻10号 東京考古学会 

67 ⏥野 ຬ 1935 「関東地方に᪊ける縄⣠式石器時代の変遷」 『史前学雑ㄅ』第７巻第３号 史前学会 

68 ⏥野 ຬ 1935 「植物性遺物を出す遺跡」 『ドルメン』第４巻第６号 岡書院 

69 後藤守一 1937 「（口絵解説）武蔵真福寺出土の石器時代土偶」 『考古学雑ㄅ』第27巻第６号 考古学会 

70 山内清男 1937 「縄⣠土器型式の細別と大別」 『先史考古学』第１巻第１号 

71 大山 柏 1938 「史前学会創立十周年を迎ふ」 『史前学雑ㄅ』第10巻第１号 史前学会 

72 ⏥野 ຬ 1939 「所ㅝ͆浮袋の口͇に就て」 『人類学雑ㄅ』第54巻第２号 東京人類学会 

73 山内清男 1939 『日本遠古之文化 補ト付・新版』  先史考古学会 

74 直良信ኵ 1940 「古代日本の植物について」 『人類学雑ㄅ』第55巻第１号 東京人類学会 

75 ᵽ口清之 1940 「ᆶ石考」 『考古学雑ㄅ』第30巻第６号 考古学会 

76 山内清男 1940 『日本先史土器図㆕ Ϯ集』  先史考古学会 

77 山内清男 1941 『日本先史土器図㆕ ϱ集』  先史考古学会 

78 山内清男 1941 『日本先史土器図㆕ ϲ集』  先史考古学会 

79 酒詰仲男 1941 「貝輪」 『人類学雑ㄅ』第56巻第５号 東京人類学会 

80 酒詰仲男 1942 「南関東石器時代貝塚の貝類相と土器型式との

関係に就いて」 

『人類学雑ㄅ』第57巻第８号 東京人類学会 

81 ᮡ山寿ᰤ男 1942 『日本原始工芸史土಑編』  工芸美術研究会 

82 八幡一郎 1943 
「縄⣠式文化」 

『新修 日本文化史大系 第一巻 

原始文化』 

誠文ᇽ新光社 
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№ 編著者 刊行年 タイトル 掲載ㄅ・シリーズ等 発行 

83 ⏥野 ຬ 1947 『図解先史考古学入門』  山岡書ᗑ 

84 酒詰仲男 1947 「石器時代の寒暖」 『あんとろぽす』第６号 山岡書ᗑ 

85 長谷部言人 1947 「石器時代の∵」 『あんとろぽす』第６号 山岡書ᗑ 

86 大山 柏 1948 『史前芸術』 古文化ྀ刊３ 大八ᕞ出版 

87 酒詰仲男 1948 『貝塚の話  初めて先史学を学ぶ人々に』  ᙲ考書院 

88 長谷部言人 1949 『日本民族の成立』 『新日本史講ᗙ』第１（原始時代） 中央公論社 

89 酒詰仲男 1950 『縄文文化－特に関東地方を中心として－』 日本史教授用パンフレット第２集 平安文庫 

90 小林行雄 1951 『日本考古学概説』  創元社 

91 酒詰仲男 1951 『先史発掘入門』  古今書院 

92 ᰘ田常恵他 1951 『埼玉県史 第１巻』  埼玉県 

93 ⏥野 ຬ 1953 『縄文土器のはなし』  世界社 

94 酒詰仲男 1956 「日本原始農業試論」 『考古学雑ㄅ』第42巻第２号 日本考古学会 

95 塚田 光 1959 「真福寺のᕧ大な住居ᆎの再検討」 『考古学手ᖂ』№８ 

96 江坂輝ᙗ 1959 「縄文文化の時代における植物栽培起源の問題

に対する一考察」 

『考古学雑ㄅ』第44巻第３号 日本考古学会 

97 酒詰仲男 1961 『日本縄文石器時代食⣊総説』  土᭙会 

98 鈴木公雄 1962 「ጭ山Ⅱ式土器に関する二、三の問題」 『史学』第37巻第１号 三田史学会 

99 ⏥野 ຬ（編） 1964 『土偶・⿦身具』 日本原始美術２ 講ㄯ社 

100 清水₶三・鈴木公

雄 

1966 
「真福寺泥炭層出土の土器に就いて」 

『史学』第39巻第２号 三田史学会 

101 塚田 光 1966 「縄文時代の共同体」 『歴史教育』 第14巻第３号 歴史教育研究会 

102 Ώ辺直経 1966 「縄文および弥生時代の&-14年代」 『第四紀研究』第５巻３～４号 日本第四紀学会 

103 酒詰仲男 1967 『貝塚に学ぶ』  学生社 

104 池上啓介 1968 「⏥野ຬ先生をംんで ࠦ史前学研究所を中心

に͜」 

『⏥野ຬ先生の歩み』 ⏥野ຬ先生の歩み

刊行会 

105 吉田 格 1968 
「⏥野先生のおもいで」 

『⏥野ຬ先生の歩み』 ⏥野ຬ先生の歩み

刊行会 

106 和島誠一 1968 
「⏥野さんを᠜う」 

『⏥野ຬ先生の歩み』 ⏥野ຬ先生の歩み

刊行会 

107 Ώ辺直経 1968 
「⏥野先生と黒谷貝塚のᛮい出」 

『⏥野ຬ先生の歩み』 ⏥野ຬ先生の歩み

刊行会 

108 Ώ辺 誠 1969 「縄文時代の植物質食料採集活動について（予

察）」 

『古代学』第15巻４号 古代学協会 

109 金子 ᣅ男 1969 「東日本における縄文晩期の住居ᆎについて」 『古代文化』第21巻第９・10号 古代学協会 

110 江坂輝ᙗ（編） 1971 『⏥野ຬ集』 日本考古学選集20 築地書館 

111 佐藤達ኵ（編） 1974 『山内清男集』 日本考古学選集21 築地書館 

112 ⱂἑ長介（編） 1975 『酒詰仲男集』 日本考古学選集22 築地書館 

113 江坂輝ᙗ 1980 
「埼玉県下貝塚調査小史」 

『新編埼玉県史だより』資料編１ 

原始（第３回） 

埼玉県県民部県史

編さん室 

114 鈴木公雄 1980

・81 

「再び真福寺泥炭層出土の土器について（上）

（下）」 

『史学』第50巻・第51巻１㺃２号 三田史学会 

115 江坂輝ᙗ 1981 「Ώ来植物からみた縄文時代の地域性」 『地理』9ol.26,1o.9 古今書院 

116 塚田 光 1982 
「縄文時代竪穴住居の研究」 

『縄文時代の基礎研究』 『縄文時代の基礎

研究』刊行会 

117 小林達雄（編） 1989 『縄文土器大観４ 後期・晩期・続縄文』  小学館 

118 江坂輝ᙗ 1990 『日本の土偶』  භ興出版 

119 埼玉考古学会 1992 『埼玉考古』別冊４  埼玉考古学会 

120 埼玉県 1993 『中川水系 総論・自然』 中川水系調査報告書１ 埼玉県 

121 埼玉県 1993 『中川水系 人文』 中川水系調査報告書２ 埼玉県 

122 埼玉考古学会 1993 『埼玉考古』第30号  埼玉考古学会 

123 鈴木加津子 1993 「真福寺小考̿安行式と亀ヶ岡式における編年

と分布の推ᩙ̿」 

『埼玉考古』第30号 埼玉考古学会 

124 Ⳣ谷通保 1995 「竪穴住居から見た縄文時代後・晩期－ᡣ総半島

北部（北総地域）を中心とした変化について－」

『ᖇ京大学山᲍文化財研究所研究

報告』６ 

ᖇ京大学山᲍文化

財研究所 

125 吉田 格 1998  「埼玉県真福寺泥炭層遺跡と山内清男・⏥野ຬ

氏の横㢦」 

『日本考古学』第６号 日本考古学協会 

126 阿部 ⰾ郎 2001 「縄文時代後期における大形竪穴建物ᆎの機能

と遺跡群」 

『貝塚博物館紀要』第28号 千葉市立加᭮利貝

塚博物館 

127 山内利⛅ 2002 「試論 晩期安行式、前葉から中葉への論説史－

安行３ｂ・３ｃ式とጭ山２式系土器」 

『國學院大學考古学資料館紀要』

第18㍴ 

國學院大學考古学

資料館 

128 大塚達ᮁ 2003 『縄⣠土器研究の新展開』  同成社 

129 阿部ⰾ郎 2004 『ኻわれた史前学 ౳∖大山柏と日本考古学』  岩波書ᗑ 

130 相京和茂 2007 「縄文時代におけるコハクの流通」（上）（下） 『考古学雑ㄅ』第91巻第２号 日本考古学会 
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№ 編著者 刊行年 タイトル 掲載ㄅ・シリーズ等 発行 

131 鈴木加津子 2007 
「真福寺貝塚・泥炭層遺跡̿学史的な貝塚と泥炭

層遺跡̿」 

『「環状盛土遺構」研究の現段階̿

馬場小室山遺跡から展望する縄文

時代後晩期の集落と地域̿』 

馬場小室山遺跡研

究会 

132 吉野健一 2007 「ᡣ総半島における縄文時代後・晩期の大形住

居」 

『縄⣠時代の社会考古学』 同成社 

133 阿部ⰾ郎 2014 「大山史前学研究所による真福寺貝塚発掘の意

義～埼玉県における黎明期貝塚研究の一断面

～」 

『第 25 回企画展 さいたまの貝

塚』 

さいたま市立博物

館 

134 小林ㅬ一 2014 昭和前半期までの竪穴住居跡覆土の調査方法－

「酒詰仲男調査・日録」をㄞみ解く－」 

『中央史学』第37号 中央史学会 

135 ᯇ井かおる 2015 

「武蔵野郷土館の活動と考古学 

『下布田遺跡 武蔵野の歴史と考

古学』 

公益財団法人東京

都歴史文化財団江

戸東京たてもの園 

136 新屋㞞明 2015 『縄文時代後・晩期土器編年の研究 � 加᭮利 B

式～安行式土器群の変遷』 

 භ一書ᡣ 

     

【資料目録・展示図録】 

№ 編著者 刊行年 タイトル 掲載ㄅ・シリーズ等 発行 

137 武蔵野郷土館 1961 『土偶と土版 解説』  武蔵野文化協会 

138 大∹田市歴史資

料館 

1993 『大∹田市歴史資料館企画展 郷土の埋蔵文化

財展２ ～藤好文男コレクションから～』 

 大∹田市歴史資料

館 

139 くにたち郷土文

化館 

1998 
『企画展 ⏥野ຬの㌶跡』 

 くにたち郷土文化

館 

140 
東京国立博物館 

1998 『東京国立博物館図版目録 縄文遺物⠍（土偶・

土製品）』 

 中央公論美術出版 

141 
江戸東京たても

の園 

1999 
『江戸東京たてもの園考古資料一覧̿旧武蔵野

郷土館収蔵資料̿』 

江戸東京たてもの園 資料目録 

１ 

公益財団法人東京

都歴史文化財団江

戸東京たてもの園 

142 國學院大學日本

文化研究所学術

フࣟンティア推

進事業「ຎ化画像

の再生活用と資

料化に関する基

礎的研究」プࣟジ

ェクト 

2004 『ᰘ田常恵写真資料目録 Ⅰ』 國學院大學学術フࣟンティア構想 國學院大學日本文

化研究所 

143 國學院大學日本

文化研究所学術

フࣟンティア推

進事業「ຎ化画像

の再生活用と資

料化に関する基

礎的研究」プࣟジ

ェクト 

2004 『大場☬雄博ኈ資料目録 Ⅰ』 國學院大學学術フࣟンティア構想 國學院大學日本文

化研究所 

144 さいたま市立博

物館 

2006 『第 18 回企画展 さいたまの縄文時代～まずは

後晩期から～』 

 さいたま市立博物

館 

145 7he BUiWish 

Museum 

2009 
『7he PoZeU oI DO*8』 

 7he  BUiWish 

Museum 

146 東京国立博物館 2009 『国ᐆ土偶展』  東京国立博物館 

147 
守屋ᖾ一（編） 

2009 『貝塚に学ぶ ̿ 考古学者・酒詰仲男と地⌫環境 

̿』 

板橋区立郷土資料館⛅季特別展 

図録 

板橋区立郷土資料

館 

148 さいたま市立博

物館 

2014 
『第 25回企画展 さいたまの貝塚』 

 さいたま市立博物

館 
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>ここに入力@ 
 

Ⅳ 関係法規 

 

 

ϫ-１ 文化財保護法 （ᢤ⢋）           （昭和25年５月30日法律第214号） 

最終改正：平成26年６月13日法律第69号 

 
   第一章 総則 

第一条  （この法律の目的） 

この法律は、文化財を保存し、ୟつ、その活用を図り、も

つて国民の文化的向上に資するとともに、世界文化の進歩に

㈉献することを目的とする。 

第二条  （文化財の定義） 

この法律で「文化財」とは、次に掲げるものをいう。 

（中略） 

四 貝づか、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の遺跡でᡃ

が国にとつて歴史上又は学術上価値の高いもの、庭園、橋

ᱱ、ᓙ谷、海浜、山ᓅその他の名勝地でᡃが国にとつて芸

術上又は観賞上価値の高いもの並びに動物（生息地、繁殖

地及びΏ来地を含む。）、植物（自生地を含む。）及び地質

㖔物（特異な自然の現象の生じている土地を含む。）でᡃ

が国にとつて学術上価値の高いもの（以下「記念物」とい

う。） 

（中略） 

３ この法律の規定（第ⓒ஑条、第ⓒ十条、第ⓒ十二条、第

ⓒ二十二条、第ⓒ三十一条第一項第四号、第ⓒ五十三条第一

項第୐号及び第八号、第ⓒභ十五条並びに第ⓒ୐十一条の規

定を除く。）中「史跡名勝天然記念物」には、特別史跡名勝天

然記念物を含むものとする。 

第三条  （政府及び地方公共団体の任務） 

政府及び地方公共団体は、文化財がわが国の歴史、文化等

の正しい理解のため欠くことのできないものであり、ୟつ、

将来の文化の向上発展の基礎をなすものであることを認識し、

その保存が適切に行われるように、周到の注意をもつてこの

法律の㊃᪨のᚭ底に努めなければならない。 

第四条  （国民、所有者等の心構） 

一般国民は、政府及び地方公共団体がこの法律の目的を達

成するために行う措置に誠実に協力しなければならない。 

２ 文化財の所有者その他の関係者は、文化財が貴重な国民

的財産であることを自ぬし、これを公共のために大切に保存

するとともに、できるだけこれを公開する等その文化的活用

に努めなければならない。 

３ 政府及び地方公共団体は、この法律のᇳ行に当つて関係

者の所有権その他の財産権を尊重しなければならない。 

（中略） 

第භ章 埋蔵文化財   

第஑十二条 （調査のための発掘に関する届出、指示及び࿨

令）  

 土地に埋蔵されている文化財（以下「埋蔵文化財」という。）

について、その調査のため土地を発掘しようとする者は、文

部科学省令の定める事項を記載した書面をもつて、発掘に着

手しようとする日の三十日前までに文化庁長官に届け出なけ

ればならない。ただし、文部科学省令の定める場合は、この

限りでない。  

２ 埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文化

庁長官は、前項の届出に係る発掘に関し必要な事項及び報告

書の提出を指示し、又はその発掘の禁止、೵止若しくは中止

を࿨ずることができる。  

第஑十三条  （土木工事等のための発掘に関する届出及び指

示）  

 土木工事その他埋蔵文化財の調査以外の目的で、貝づか、

古墳その他埋蔵文化財を包蔵する土地として周知されている

土地（以下「周知の埋蔵文化財包蔵地」という。）を発掘しよ

うとする場合には、前条第一項の規定を準用する。この場合

において、同項中「三十日前」とあるのは、「භ十日前」とㄞ

み替えるものとする。  

２ 埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文

化庁長官は、前項で準用する前条第一項の届出に係る発掘に

関し、当該発掘前における埋蔵文化財の記録の作成のための

発掘調査の実施その他の必要な事項を指示することができる。  

第஑十四条（国の機関等が行う発掘に関する特例）  

国の機関、地方公共団体又は国若しくは地方公共団体の設

立に係る法人で政令の定めるもの（以下この条及び第஑十୐

条において「国の機関等」と総称する。）が、前条第一項に規

定する目的で周知の埋蔵文化財包蔵地を発掘しようとする場

合においては、同条の規定を適用しないものとし、当該国の

機関等は、当該発掘に係る事業計画の策定に当たつて、あら

かじめ、文化庁長官にその᪨を通知しなければならない。  

２ 文化庁長官は、前項の通知を受けた場合において、埋蔵

文化財の保護上特に必要があると認めるときは、当該国の機

関等に対し、当該事業計画の策定及びその実施について協議

を求めるべき᪨の通知をすることができる。  

３ 前項の通知を受けた国の機関等は、当該事業計画の策定

及びその実施について、文化庁長官に協議しなければならな

い。  

４ 文化庁長官は、前二項の場合を除き、第一項の通知があ

つた場合において、当該通知に係る事業計画の実施に関し、

埋蔵文化財の保護上必要な່告をすることができる。  

５ 前各項の場合において、当該国の機関等が各省各庁の長

（国有財産法 （昭和二十三年法律第୐十三号）第四条第二項 

に規定する各省各庁の長をいう。以下同じ。）であるときは、

これらの規定に規定する通知、協議又は່告は、文部科学大

臣を通じて行うものとする。  
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第஑十五条  （埋蔵文化財包蔵地の周知）  

 国及び地方公共団体は、周知の埋蔵文化財包蔵地について、

資料の整備その他その周知のᚭ底を図るために必要な措置の

実施に努めなければならない。  

２   国は、地方公共団体が行う前項の措置に関し、指導、

助言その他の必要と認められる援助をすることができる。  

第஑十භ条  （遺跡の発見に関する届出、೵止࿨令等）  

 土地の所有者又は占有者が出土品の出土等により貝づか、

住居跡、古墳その他遺跡と認められるものを発見したときは、

第஑十二条第一項の規定による調査に当たつて発見した場合

を除き、その現状を変更することなく、遅⁫なく、文部科学

省令の定める事項を記載した書面をもつて、その᪨を文化庁

長官に届け出なければならない。ただし、非常⅏ᐖのために

必要な応急措置をᇳる場合は、その限度において、その現状

を変更することをጉげない。  

２ 文化庁長官は、前項の届出があつた場合において、当該

届出に係る遺跡が重要なものであり、かつ、その保護のため

調査を行う必要があると認めるときは、その土地の所有者又

は占有者に対し、期間及び区域を定めて、その現状を変更す

ることとなるような行為の೵止又は禁止を࿨ずることができ

る。ただし、その期間は、三月を超えることができない。  

３ 文化庁長官は、前項の࿨令をしようとするときは、あら

かじめ、関係地方公共団体の意見を聴かなければならない。  

４   第二項の࿨令は、第一項の届出があつた日から起算し

て一月以内にしなければならない。  

５   第二項の場合において、同項の期間内に調査が完了せ

ず、ᘬき続き調査を行う必要があるときは、文化庁長官は、

一回に限り、当該࿨令に係る区域の全部又は一部について、

その期間を延長することができる。ただし、当該࿨令の期間

が、同項の期間と通算してභ月を超えることとなつてはなら

ない。  

６ 第二項及び前項の期間を計算する場合においては、第一

項の届出があつた日から起算して第二項の࿨令を発した日ま

での期間が含まれるものとする。  

７ 文化庁長官は、第一項の届出がなされなかつた場合にお

いても、第二項及び第五項に規定する措置をᇳることができ

る。  

８ 文化庁長官は、第二項の措置をᇳつた場合を除き、第一

項の届出がなされた場合には、当該遺跡の保護上必要な指示

をすることができる。前項の規定により第二項の措置をᇳつ

た場合を除き、第一項の届出がなされなかつたときも、同様

とする。  

９ 第二項の࿨令によつて損ኻを受けた者に対しては、国は、

その通常生ずべき損ኻを補ൾする。  

１０ 前項の場合には、第四十一条第二項から第四項までの

規定を準用する。  

（中略）  

第஑十஑条  （地方公共団体による発掘の施行）  

 地方公共団体は、文化庁長官が前条第一項の規定により発

掘を施行するものを除き、埋蔵文化財について調査する必要

があると認めるときは、埋蔵文化財を包蔵すると認められる

土地の発掘を施行することができる。  

２  地方公共団体は、前項の発掘に関し、事業者に対し協力

を求めることができる。  

３  文化庁長官は、地方公共団体に対し、第一項の発掘に関

し必要な指導及び助言をすることができる。  

４  国は、地方公共団体に対し、第一項の発掘に要する経費

の一部を補助することができる。  

   第୐章 史跡名勝天然記念物 

第ⓒ஑条  （指定） 

文部科学大臣は、記念物のうち重要なものを史跡、名勝又

は天然記念物（以下「史跡名勝天然記念物」と総称する。）に

指定することができる。 

２ 文部科学大臣は、前項の規定により指定された史跡名勝

天然記念物のうち特に重要なものを特別史跡、特別名勝又は

特別天然記念物（以下「特別史跡名勝天然記念物」と総称す

る。）に指定することができる。 

３ 前二項の規定による指定は、その᪨を官報で告示すると

ともに、当該特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念

物の所有者及び権原に基づく占有者に通知してする。 

４ 前項の規定により通知すべき相手方が著しく多数で個別

に通知し難い事情がある場合には、文部科学大臣は、同項の

規定による通知に代えて、その通知すべき事項を当該特別史

跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の所在地の市（特

別区を含む。以下同じ。）町村の事務所又はこれに準ずる施設

の掲示場に掲示することができる。この場合においては、そ

の掲示を始めた日から二㐌間を経過した時に前項の規定によ

る通知が相手方に到達したものとみなす。 

５ 第一項又は第二項の規定による指定は、第三項の規定に

よる官報の告示があつた日からその効力を生ずる。ただし、

当該特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の所有

者又は権原に基づく占有者に対しては、第三項の規定による

通知が到達した時又は前項の規定によりその通知が到達した

ものとみなされる時からその効力を生ずる。 

６ 文部科学大臣は、第一項の規定により名勝又は天然記念

物の指定をしようとする場合において、その指定に係る記念

物が自然環境の保護の見地から価値の高いものであるときは、

環境大臣と協議しなければならない。 

（中略） 

第ⓒ十一条  （所有権等の尊重及び他の公益との調整） 

文部科学大臣又は都道府県の教育委員会は、第ⓒ஑条第一

項若しくは第二項の規定による指定又は前条第一項の規定に

よる仮指定を行うに当たつては、特に、関係者の所有権、㖔

業権その他の財産権を尊重するとともに、国土の開発その他

の公益との調整に留意しなければならない。 

２ 文部科学大臣又は文化庁長官は、名勝又は天然記念物に

係る自然環境の保護及び整備に関し必要があると認めるとき

は、環境大臣に対し、意見を述べることができる。この場合

において、文化庁長官が意見を述べるときは、文部科学大臣

を通じて行うものとする。 

３ 環境大臣は、自然環境の保護の見地から価値の高い名勝

又は天然記念物の保存及び活用に関し必要があると認めると
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きは、文部科学大臣に対し、又は文部科学大臣を通じ文化庁

長官に対して意見を述べることができる。 

第ⓒ十二条  （解除） 

特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物がその価

値をኻつた場合その他特Ṧの事由のあるときは、文部科学大

臣又は都道府県の教育委員会は、その指定又は仮指定を解除

することができる。 

２ 第ⓒ十条第一項の規定により仮指定された史跡名勝天然

記念物につき第ⓒ஑条第一項の規定による指定があつたとき、

又は仮指定があつた日から二年以内に同項の規定による指定

がなかつたときは、仮指定は、その効力をኻう。 

３ 第ⓒ十条第一項の規定による仮指定が適当でないと認め

るときは、文部科学大臣は、これを解除することができる。 

４ 第一項又は前項の規定による指定又は仮指定の解除には、

第ⓒ஑条第三項から第五項までの規定を準用する。 

第ⓒ十三条  （管理団体による管理及び復旧） 

史跡名勝天然記念物につき、所有者がないか若しくは判明

しない場合又は所有者若しくは第ⓒ十஑条第二項の規定によ

り選任された管理の責めに任ずべき者による管理が著しく困

難若しくは不適当であると明らかに認められる場合には、文

化庁長官は、適当な地方公共団体その他の法人を指定して、

当該史跡名勝天然記念物の保存のため必要な管理及び復旧

（当該史跡名勝天然記念物の保存のため必要な施設、設備そ

の他の物件で当該史跡名勝天然記念物の所有者の所有又は管

理に属するものの管理及び復旧を含む。）を行わせることがで

きる。 

２ 前項の規定による指定をするには、文化庁長官は、あら

かじめ、指定しようとする地方公共団体その他の法人の同意

を得なければならない。 

３ 第一項の規定による指定は、その᪨を官報で告示すると

ともに、当該史跡名勝天然記念物の所有者及び権原に基づく

占有者並びに指定しようとする地方公共団体その他の法人に

通知してする。 

４ 第一項の規定による指定には、第ⓒ஑条第四項及び第五

項の規定を準用する。 

第ⓒ十四条 

  前条第一項に規定する事由が消⁛した場合その他特Ṧの

事由があるときは、文化庁長官は、管理団体の指定を解除す

ることができる。 

２ 前項の規定による解除には、前条第三項並びに第ⓒ஑条

第四項及び第五項の規定を準用する。 

第ⓒ十五条 

  第ⓒ十三条第一項の規定による指定を受けた地方公共団

体その他の法人（以下この章及び第十二章において「管理団

体」という。）は、文部科学省令の定める基準により、史跡名

勝天然記念物の管理に必要な標識、説明板、境界標、囲いそ

の他の施設を設置しなければならない。 

２ 史跡名勝天然記念物の指定地域内の土地について、その

土地の所在、地番、地目又は地積に異動があつたときは、管

理団体は、文部科学省令の定めるところにより、文化庁長官

にその᪨を届け出なければならない。 

３ 管理団体が復旧を行う場合は、管理団体は、あらかじめ、

その復旧の方法及び時期について当該史跡名勝天然記念物の

所有者（所有者が判明しない場合を除く。）及び権原に基づく

占有者の意見を⪺かなければならない。 

４ 史跡名勝天然記念物の所有者又は占有者は、正当な理由

がなくて、管理団体が行う管理若しくは復旧又はその管理若

しくは復旧のため必要な措置をᣄみ、ጉげ、又はᚷ避しては

ならない。 

第ⓒ十භ条 

管理団体が行う管理及び復旧に要する費用は、この法律に

特別の定めのある場合を除いて、管理団体の㈇担とする。 

２ 前項の規定は、管理団体と所有者との協議により、管理

団体が行う管理又は復旧により所有者の受ける利益の限度に

おいて、管理又は復旧に要する費用の一部を所有者の㈇担と

することをጉげるものではない。 

３ 管理団体は、その管理する史跡名勝天然記念物につき観

覧料を徴収することができる。 

第ⓒ十୐条 

 管理団体が行う管理又は復旧によつて損ኻを受けた者に対

しては、当該管理団体は、その通常生ずべき損ኻを補ൾしな

ければならない。 

２ 前項の補ൾの額は、管理団体（管理団体が地方公共団体

であるときは、当該地方公共団体の教育委員会）が決定する。 

３ 前項の規定による補ൾ額については、第四十一条第三項

の規定を準用する。 

４ 前項で準用する第四十一条第三項の規定による訴えにお

いては、管理団体を⿕告とする。 

第ⓒ十八条 

管理団体が行う管理には、第三十条、第三十一条第一項及

び第三十三条の規定を、管理団体が行う管理及び復旧には、

第三十五条及び第四十୐条の規定を、管理団体が指定され、

又はその指定が解除された場合には、第五十භ条第三項の規

定を準用する。 

第ⓒ十஑条  （所有者による管理及び復旧） 

管理団体がある場合を除いて、史跡名勝天然記念物の所有

者は、当該史跡名勝天然記念物の管理及び復旧に当たるもの

とする。 

２ 前項の規定により史跡名勝天然記念物の管理に当たる所

有者は、特別の事情があるときは、適当な者を専ら自ᕫに代

わり当該史跡名勝天然記念物の管理の責めに任ずべき者（以

下この章及び第十二章において「管理責任者」という。）に選

任することができる。この場合には、第三十一条第三項の規

定を準用する。 

第ⓒ二十条 

  所有者が行う管理には、第三十条、第三十一条第一項、第

三十二条、第三十三条並びに第ⓒ十五条第一項及び第二項（同

条第二項については、管理責任者がある場合を除く。）の規定

を、所有者が行う管理及び復旧には、第三十五条及び第四十

୐条の規定を、所有者が変更した場合の権利義務の承継には、

第五十භ条第一項の規定を、管理責任者が行う管理には、第

三十条、第三十一条第一項、第三十二条第三項、第三十三条、
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第四十୐条第四項及び第ⓒ十五条第二項の規定を準用する。 

第ⓒ二十一条  （管理に関する࿨令又は່告） 

管理が適当でないため史跡名勝天然記念物が⁛ኻし、き損

し、⾶ஸし、又は┐み取られるおそれがあると認めるときは、

文化庁長官は、管理団体、所有者又は管理責任者に対し、管

理方法の改善、保存施設の設置その他管理に関し必要な措置

を࿨じ、又は່告することができる。 

２ 前項の場合には、第三十භ条第二項及び第三項の規定を

準用する。 

第ⓒ二十二条  （復旧に関する࿨令又は່告） 

文化庁長官は、特別史跡名勝天然記念物がき損し、又は⾶

ஸしている場合において、その保存のため必要があると認め

るときは、管理団体又は所有者に対し、その復旧について必

要な࿨令又は່告をすることができる。 

２ 文化庁長官は、特別史跡名勝天然記念物以外の史跡名勝

天然記念物が、き損し、又は⾶ஸしている場合において、そ

の保存のため必要があると認めるときは、管理団体又は所有

者に対し、その復旧について必要な່告をすることができる。 

３ 前二項の場合には、第三十୐条第三項及び第四項の規定

を準用する。 

第ⓒ二十三条  （文化庁長官による特別史跡名勝天然記念物

の復旧等の施行） 

文化庁長官は、次の各号のいずれかに該当する場合におい

ては、特別史跡名勝天然記念物につき自ら復旧を行い、又は

⁛ኻ、き損、⾶ஸ若しくは┐難の防止の措置をすることがで

きる。 

一 管理団体、所有者又は管理責任者が前二条の規定によ

る࿨令に従わないとき。 

二 特別史跡名勝天然記念物がき損し、若しくは⾶ஸして

いる場合又は⁛ኻし、き損し、⾶ஸし、若しくは┐み取ら

れるおそれのある場合において、管理団体、所有者又は管

理責任者に復旧又は⁛ኻ、き損、⾶ஸ若しくは┐難の防止

の措置をさせることが適当でないと認められるとき。 

２ 前項の場合には、第三十八条第二項及び第三十஑条から

第四十一条までの規定を準用する。 

第ⓒ二十四条  （補助等に係る史跡名勝天然記念物ㆡΏの場

合の⣡付金） 

国が復旧又は⁛ኻ、き損、⾶ஸ若しくは┐難の防止の措置

につき第ⓒ十八条及び第ⓒ二十条で準用する第三十五条第一

項の規定により補助金を交付し、又は第ⓒ二十一条第二項で

準用する第三十භ条第二項、第ⓒ二十二条第三項で準用する

第三十୐条第三項若しくは前条第二項で準用する第四十条第

一項の規定により費用を㈇担した史跡名勝天然記念物につい

ては、第四十二条の規定を準用する。 

第ⓒ二十五条  （現状変更等の制限及び原状回復の࿨令） 

史跡名勝天然記念物に関しその現状を変更し、又はその保

存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、文化庁長官の

許可を受けなければならない。ただし、現状変更については

維持の措置又は非常⅏ᐖのために必要な応急措置をᇳる場合、

保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微である場合は、

この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、文部科学

省令で定める。 

３ 第一項の規定による許可を与える場合には、第四十三条

第三項の規定を、第一項の規定による許可を受けた者には、

同条第四項の規定を準用する。 

４ 第一項の規定による処分には、第ⓒ十一条第一項の規定

を準用する。 

５ 第一項の許可を受けることができなかつたことにより、

又は第三項で準用する第四十三条第三項の許可の条件を付せ

られたことによつて損ኻを受けた者に対しては、国は、その

通常生ずべき損ኻを補ൾする。 

６ 前項の場合には、第四十一条第二項から第四項までの規

定を準用する。 

７ 第一項の規定による許可を受けず、又は第三項で準用す

る第四十三条第三項の規定による許可の条件に従わないで、

史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又はその保存に影響を

及ぼす行為をした者に対しては、文化庁長官は、原状回復を

࿨ずることができる。この場合には、文化庁長官は、原状回

復に関し必要な指示をすることができる。 

第ⓒ二十භ条  （関係行政庁による通知） 

前条第一項の規定により許可を受けなければならないこと

とされている行為であつてその行為をするについて、他の法

令の規定により許可、認可その他の処分で政令に定めるもの

を受けなければならないこととされている場合において、当

該他の法令において当該処分の権限を有する行政庁又はその

委任を受けた者は、当該処分をするときは、政令の定めると

ころにより、文化庁長官（第ⓒ八十四条第一項の規定により

前条第一項の規定による許可を都道府県又は市の教育委員会

が行う場合には、当該都道府県又は市の教育委員会）に対し、

その᪨を通知するものとする。 

第ⓒ二十୐条  （復旧の届出等） 

史跡名勝天然記念物を復旧しようとするときは、管理団体

又は所有者は、復旧に着手しようとする日の三十日前までに、

文部科学省令の定めるところにより、文化庁長官にその᪨を

届け出なければならない。ただし、第ⓒ二十五条第一項の規

定により許可を受けなければならない場合その他文部科学省

令の定める場合は、この限りでない。 

２ 史跡名勝天然記念物の保護上必要があると認めるときは、

文化庁長官は、前項の届出に係る史跡名勝天然記念物の復旧

に関しᢏ術的な指導と助言を与えることができる。 

第ⓒ二十八条  （環境保全） 

文化庁長官は、史跡名勝天然記念物の保存のため必要があ

ると認めるときは、地域を定めて一定の行為を制限し、若し

くは禁止し、又は必要な施設をすることを࿨ずることができ

る。 

２ 前項の規定による処分によつて損ኻを受けた者に対して

は、国は、その通常生ずべき損ኻを補ൾする。 

３ 第一項の規定による制限又は禁止に違反した者には、第

ⓒ二十五条第୐項の規定を、前項の場合には、第四十一条第

二項から第四項までの規定を準用する。 

第ⓒ二十஑条  （管理団体による㈙取りの補助） 
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管理団体である地方公共団体その他の法人が、史跡名勝天

然記念物の指定に係る土地又は建造物その他の土地の定着物

で、その管理に係る史跡名勝天然記念物の保存のため特に㈙

い取る必要があると認められるものを㈙い取る場合には、国

は、その㈙取りに要する経費の一部を補助することができる。 

２ 前項の場合には、第三十五条第二項及び第三項並びに第

四十二条の規定を準用する。 

第ⓒ三十条  （保存のための調査） 

文化庁長官は、必要があると認めるときは、管理団体、所

有者又は管理責任者に対し、史跡名勝天然記念物の現状又は

管理、復旧若しくは環境保全の状況につき報告を求めること

ができる。 

第ⓒ三十一条 

 文化庁長官は、次の各号のいずれかに該当する場合におい

て、前条の報告によつてもなお史跡名勝天然記念物に関する

状況を確認することができず、かつ、その確認のため他に方

法がないと認めるときは、調査に当たる者を定め、その所在

する土地又はその隣接地に立ち入つてその現状又は管理、復

旧若しくは環境保全の状況につき実地調査及び土地の発掘、

障ᐖ物の除却その他調査のため必要な措置をさせることがで

きる。ただし、当該土地の所有者、占有者その他の関係者に

対し、著しい損ᐖを及ぼすおそれのある措置は、させてはな

らない。 

一 史跡名勝天然記念物に関する現状変更又は保存に影響

を及ぼす行為の許可の申請があつたとき。 

二 史跡名勝天然記念物がき損し、又は⾶ஸしているとき。 

三 史跡名勝天然記念物が⁛ኻし、き損し、⾶ஸし、又は

┐み取られるおそれのあるとき。 

四 特別の事情によりあらためて特別史跡名勝天然記念物

又は史跡名勝天然記念物としての価値を調査する必要が

あるとき。 

２ 前項の規定による調査又は措置によつて損ኻを受けた者

に対しては、国は、その通常生ずべき損ኻを補ൾする。 

３ 第一項の規定により立ち入り、調査する場合には、第五

十五条第二項の規定を、前項の場合には第四十一条第二項か

ら第四項までの規定を準用する。 

（中略） 

   第十一章 文化審議会へのㅎ問 

第ⓒ五十三条 

文部科学大臣は、次に掲げる事項については、あらかじめ、

文化審議会にㅎ問しなければならない。 

（中略） 

୐ 特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の指

定及びその指定の解除 

八 史跡名勝天然記念物の仮指定の解除 

（中略） 

２ 文化庁長官は、次に掲げる事項については、あらかじめ、

文化審議会にㅎ問しなければならない。 

（中略） 

十二 史跡名勝天然記念物の管理又は特別史跡名勝天然記

念物の復旧に関する࿨令 

十三 文化庁長官による特別史跡名勝天然記念物の復旧又

は⁛ኻ、き損、⾶ஸ若しくは┐難の防止の措置の施行 

十四 史跡名勝天然記念物の現状変更又は保存に影響を及

ぼす行為の許可 

十五 史跡名勝天然記念物の環境保全のための制限若しく

は禁止又は必要な施設の࿨令 

十භ 史跡名勝天然記念物の現状変更若しくは保存に影響

を及ぼす行為の許可を受けず、若しくはその許可の条件

に従わない場合又は史跡名勝天然記念物の環境保全の

ための制限若しくは禁止に違反した場合の原状回復の

࿨令 

（中略） 

   第十二章 補則 

（中略） 

    第二節 国に関する特例 

第ⓒභ十二条  （国に関する特例） 

国又は国の機関に対しこの法律の規定を適用する場合にお

いて、この節に特別の規定のあるときは、その規定による。 

第ⓒභ十三条  （重要文化財等についての国に関する特例） 

重要文化財、重要有形民಑文化財、史跡名勝天然記念物又

は重要文化的景観が国有財産法 に規定する国有財産である

ときは、そのものは、文部科学大臣が管理する。ただし、そ

のものが文部科学大臣以外の者が管理している同法第三条第

二項 に規定する行政財産であるときその他文部科学大臣以

外の者が管理すべき特別の必要のあるものであるときは、そ

のものを関係各省各庁の長が管理するか、又は文部科学大臣

が管理するかは、文部科学大臣、関係各省各庁の長及び財務

大臣が協議して定める。 

第ⓒභ十四条 

 前条の規定により重要文化財、重要有形民಑文化財、史跡

名勝天然記念物又は重要文化的景観を文部科学大臣が管理す

るため、所属を異にする会計の間において所管換え又は所属

替えをするときは、国有財産法第十五条 の規定にかかわらず、

↓ൾとして整理することができる。 

第ⓒභ十五条 

（中略） 

３ 国の所有又は占有に属するものを特別史跡名勝天然記念

物若しくは史跡名勝天然記念物に指定し、若しくは仮指定し、

又はその指定若しくは仮指定を解除したときは、第ⓒ஑条第

三項（第ⓒ十条第三項及び第ⓒ十二条第四項で準用する場合

を含む。）の規定により所有者又は占有者に対し行うべき通知

は、その指定若しくは仮指定又は指定若しくは仮指定の解除

に係るものを管理する各省各庁の長に対し行うものとする。 

（中略） 

第ⓒභ十භ条 

 重要文化財、重要有形民಑文化財、史跡名勝天然記念物又

は重要文化的景観を管理する各省各庁の長は、この法律並び

にこれに基づいて発する文部科学省令及び文化庁長官の່告

に従い、重要文化財、重要有形民಑文化財、史跡名勝天然記

念物又は重要文化的景観を管理しなければならない。 

第ⓒභ十୐条 
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  次に掲げる場合には、関係各省各庁の長は、文部科学大臣

を通じ文化庁長官に通知しなければならない。 

一 重要文化財、重要有形民಑文化財又は史跡名勝天然記

念物を取得したとき。 

二 重要文化財、重要有形民಑文化財又は史跡名勝天然記

念物の所管換えを受け、又は所属替えをしたとき。 

三 所管に属する重要文化財、重要有形民಑文化財、史跡

名勝天然記念物又は重要文化的景観の全部又は一部が⁛

ኻし、き損し、若しくは⾶ஸし、又はこれをஸኻし、若し

くは┐み取られたとき。 

（中略） 

五 所管に属する重要文化財又は史跡名勝天然記念物を修

理し、又は復旧しようとするとき（次条第一項第一号の規

定により文化庁長官の同意を求めなければならない場合

その他文部科学省令の定める場合を除く。）。 

（中略） 

୐ 所管に属する史跡名勝天然記念物の指定地域内の土地

について、その土地の所在、地番、地目又は地積に異動が

あつたとき。 

２ 前項第一号及び第二号の場合に係る通知には、第三十二

条第一項（第八十条及び第ⓒ二十条で準用する場合を含む。）

の規定を、前項第三号の場合に係る通知には、第三十三条（第

八十条及び第ⓒ二十条で準用する場合を含む。）及び第ⓒ三十

භ条の規定を、前項第四号の場合に係る通知には、第三十四

条（第八十条で準用する場合を含む。）の規定を、前項第五号

の場合に係る通知には、第四十三条の二第一項及び第ⓒ二十

୐条第一項の規定を、前項第භ号の場合に係る通知には、第

八十一条第一項及び第ⓒ三十஑条第一項の規定を、前項第୐

号の場合に係る通知には、第ⓒ十五条第二項の規定を準用す

る。 

３ 文化庁長官は、第一項第五号又は第භ号の通知に係る事

項に関し必要な່告をすることができる。 

第ⓒභ十八条 

 次に掲げる場合には、関係各省各庁の長は、あらかじめ、

文部科学大臣を通じ文化庁長官の同意を求めなければならな

い。 

一 重要文化財又は史跡名勝天然記念物の現状を変更し、

又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとするとき。 

（中略） 

三 所管に属する重要文化財、重要有形民಑文化財又は史

跡名勝天然記念物の㈚付、交換、኎ᡶ、ㆡ与その他の処分

をしようとするとき。 

２ 各省各庁の長以外の国の機関が、重要文化財又は史跡名

勝天然記念物の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす

行為をしようとするときは、あらかじめ、文化庁長官の同意

を求めなければならない。 

３ 第一項第一号及び前項の場合には、第四十三条第一項た

だし書及び同条第二項並びに第ⓒ二十五条第一項ただし書及

び同条第二項の規定を準用する。 

４ 文化庁長官は、第一項第一号又は第二項に規定する措置

につき同意を与える場合においては、その条件としてその措

置に関し必要な່告をすることができる。 

５ 関係各省各庁の長その他の国の機関は、前項の規定によ

る文化庁長官の່告を十分に尊重しなければならない。 

第ⓒභ十஑条 

 文化庁長官は、必要があると認めるときは、文部科学大臣

を通じ各省各庁の長に対し、次に掲げる事項につき必要な່

告をすることができる。 

一 所管に属する重要文化財、重要有形民಑文化財又は史

跡名勝天然記念物の管理方法 

二 所管に属する重要文化財、重要有形民಑文化財、史跡

名勝天然記念物又は重要文化的景観の修理若しくは復旧

又は⁛ኻ、き損、⾶ஸ若しくは┐難の防止の措置 

三 重要文化財又は史跡名勝天然記念物の環境保全のため

必要な施設 

（中略） 

２ 前項の່告については、前条第五項の規定を準用する。 

３ 第一項の規定による文化庁長官の່告に基づいて施行す

る同項第二号に規定する修理、復旧若しくは措置又は同項第

三号に規定する施設に要する経費の分担については、文部科

学大臣と各省各庁の長が協議して定める。 

（中略） 

    第三節 地方公共団体及び教育委員会 

第ⓒ八十二条  （地方公共団体の事務） 

地方公共団体は、文化財の管理、修理、復旧、公開その他

その保存及び活用に要する経費につき補助することができる。 

２ 地方公共団体は、条例の定めるところにより、重要文化

財、重要↓形文化財、重要有形民಑文化財、重要↓形民಑文

化財及び史跡名勝天然記念物以外の文化財で当該地方公共団

体の区域内に存するもののうち重要なものを指定して、その

保存及び活用のため必要な措置を講ずることができる。 

３ 前項に規定する条例の制定若しくはその改廃又は同項に

規定する文化財の指定若しくはその解除を行つた場合には、

教育委員会は、文部科学省令の定めるところにより、文化庁

長官にその᪨を報告しなければならない。 

第ⓒ八十三条  （地方മについての配慮） 

地方公共団体が文化財の保存及び活用を図るために行う事

業に要する経費に充てるために起こす地方മについては、法

令の範囲内において、資金事情及び当該地方公共団体の財政

状況が許す限り、適切な配慮をするものとする。 

第ⓒ八十四条  （都道府県又は市の教育委員会が処理する事

務） 

次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務の全部又は一部

は、政令で定めるところにより、都道府県又は市の教育委員

会が行うこととすることができる。 

一 第三十五条第三項（第三十භ条第三項（第八十三条、

第ⓒ二十一条第二項（第ⓒ୐十二条第五項で準用する場合

を含む。）及び第ⓒ୐十二条第五項で準用する場合を含

む。）、第三十୐条第四項（第八十三条及び第ⓒ二十二条第

三項で準用する場合を含む。）、第四十භ条の二第二項、第

୐十四条第二項、第୐十୐条第二項（第஑十一条で準用す

る場合を含む。）、第八十三条、第八十୐条第二項、第ⓒ十
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八条、第ⓒ二十条、第ⓒ二十஑条第二項、第ⓒ୐十二条第

五項及び第ⓒ୐十四条第三項で準用する場合を含む。）の

規定による指᥹┘╩ 

二 第四十三条又は第ⓒ二十五条の規定による現状変更又

は保存に影響を及ぼす行為の許可及びその取消し並びに

その೵止࿨令（重大な現状変更又は保存に重大な影響を及

ぼす行為の許可及びその取消しを除く。） 

（中略） 

五 第五十四条（第八十භ条及び第ⓒ୐十二条第五項で準

用する場合を含む。）、第五十五条、第ⓒ三十条（第ⓒ୐十

二条第五項で準用する場合を含む。）又は第ⓒ三十一条の

規定による調査又は調査のため必要な措置の施行 

（中略） 

２ 都道府県又は市の教育委員会が前項の規定によつてした

同項第五号に掲げる第五十五条又は第ⓒ三十一条の規定によ

る立入調査又は調査のための必要な措置の施行については、

行政不᭹審査法 による不᭹申立てをすることができない。 

（中略） 

４ 都道府県又は市の教育委員会が第一項の規定によつてし

た次の各号に掲げる事務（当該事務が地方自治法第二条第八

項 に規定する自治事務である場合に限る。）により損ኻを受

けた者に対しては、当該各号に定める規定にかかわらず、当

該都道府県又は市が、その通常生ずべき損ኻを補ൾする。 

一 第一項第二号に掲げる第四十三条又は第ⓒ二十五条の

規定による現状変更又は保存に影響を及ぼす行為の許可 

第四十三条第五項又は第ⓒ二十五条第五項 

二 第一項第五号に掲げる第五十五条又は第ⓒ三十一条の

規定による調査又は調査のため必要な措置の施行 第五

十五条第三項又は第ⓒ三十一条第二項 

（中略） 

５ 前項の補ൾの額は、当該都道府県又は市の教育委員会が

決定する。 

６ 前項の規定による補ൾ額については、第四十一条第三項

の規定を準用する。 

７ 前項において準用する第四十一条第三項の規定による訴

えにおいては、都道府県又は市を⿕告とする。 

８ 都道府県又は市の教育委員会が第一項の規定によつてし

た処分その他公権力の行使に当たる行為のうち地方自治法第

二条第஑項第一号 に規定する第一号 法定受託事務に係るも

のについての審査請求は、文化庁長官に対してするものとす

る。 

（中略） 

第ⓒ八十භ条  （修理等の施行の委託） 

文化庁長官は、必要があると認めるときは、第三十八条第

一項又は第ⓒ୐十条の規定による国ᐆの修理又は⁛ኻ、き損

若しくは┐難の防止の措置の施行、第஑十八条第一項の規定

による発掘の施行及び第ⓒ二十三条第一項又は第ⓒ୐十条の

規定による特別史跡名勝天然記念物の復旧又は⁛ኻ、き損、

⾶ஸ若しくは┐難の防止の措置の施行につき、都道府県の教

育委員会に対し、その全部又は一部を委託することができる。 

２ 都道府県の教育委員会が前項の規定による委託に基づき、

第三十八条第一項の規定による修理又は措置の施行の全部又

は一部を行う場合には、第三十஑条の規定を、第஑十八条第

一項の規定による発掘の施行の全部又は一部を行う場合には、

同条第三項で準用する第三十஑条の規定を、第ⓒ二十三条第

一項の規定による復旧又は措置の施行の全部又は一部を行う

場合には、同条第二項で準用する第三十஑条の規定を準用す

る。 

第ⓒ八十୐条  （重要文化財等の管理等の受託又はᢏ術的指

導） 

都道府県又は指定都市の教育委員会は、所有者（管理団体

がある場合は、その者）又は管理責任者の求めに応じ、重要

文化財、重要有形民಑文化財又は史跡名勝天然記念物の管理

（管理団体がある場合を除く。）、修理若しくは復旧につき委

託を受け、又はᢏ術的指導をすることができる。 

２ 都道府県又は指定都市の教育委員会が前項の規定により

管理、修理又は復旧の委託を受ける場合には、第三十஑条第

一項及び第二項の規定を準用する。 

第ⓒ八十八条（書類等の経由） 

 この法律の規定により文化財に関し文部科学大臣又は文化

庁長官に提出すべき届書その他の書類及び物件の提出は、都

道府県の教育委員会（当該文化財が指定都市の区域内に存す

る場合にあつては、当該指定都市の教育委員会。以下この条

において同じ。）を経由すべきものとする。 

２ 都道府県の教育委員会は、前項に規定する書類及び物件

を受理したときは、意見を具してこれを文部科学大臣又は文

化庁長官に㏦付しなければならない。 

３ この法律の規定により文化財に関し文部科学大臣又は文

化庁長官が発する࿨令、່告、指示その他の処分の告知は、

都道府県の教育委員会を経由すべきものとする。ただし、特

に⥭急な場合は、この限りでない。 

第ⓒ八十஑条（文部科学大臣又は文化庁長官に対する意見具申） 

都道府県及び市町村の教育委員会は、当該都道府県又は市

町村の区域内に存する文化財の保存及び活用に関し、文部科

学大臣又は文化庁長官に対して意見を具申することができる。 

第ⓒ஑十条  （地方文化財保護審議会） 

都道府県及び市町村の教育委員会に、条例の定めるところ

により、地方文化財保護審議会を置くことができる。 

２ 地方文化財保護審議会は、都道府県又は市町村の教育委

員会のㅎ問に応じて、文化財の保存及び活用に関する重要事

項について調査審議し、並びにこれらの事項に関して当該都

道府県又は市町村の教育委員会に建議する。 

３ 地方文化財保護審議会の組織及び運営に関し必要な事項

は、条例で定める。 

（中略） 

第ⓒ஑十二条  （事務の区分） 

第ⓒ十条第一項及び第二項、第ⓒ十二条第一項並びに第ⓒ

十条第三項及び第ⓒ十二条第四項において準用する第ⓒ஑条

第三項及び第四項の規定により都道府県又は指定都市が処理

することとされている事務は、地方自治法第二条第஑項第一

号 に規定する第一号 法定受託事務とする。 

   第十三章 ⨩則 
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（中略） 

第ⓒ஑十භ条 

 史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又はその保存に影響

を及ぼす行為をして、これを⁛ኻし、き損し、又は⾶ஸする

に至らしめた者は、五年以下のᠬ役若しくは禁㘑又は三十万

円以下の⨩金に処する。 

２ 前項に規定する者が当該史跡名勝天然記念物の所有者で

あるときは、二年以下のᠬ役若しくは禁㘑又は二十万円以下

の⨩金若しくは科料に処する。 

第ⓒ஑十୐条 

 次の各号のいずれかに該当する者は、二十万円以下の⨩金

に処する。 

一 第四十三条又は第ⓒ二十五条の規定に違反して、許可

を受けず、若しくはその許可の条件に従わないで、重要文

化財若しくは史跡名勝天然記念物の現状を変更し、若しく

はその保存に影響を及ぼす行為をし、又は現状の変更若し

くは保存に影響を及ぼす行為の೵止の࿨令に従わなかつ

た者 

（中略） 

第ⓒ஑十八条 

 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の⨩金に

処する。 

一 第三十஑条第三項（第ⓒ八十භ条第二項で準用する場

合を含む。）で準用する第三十二条の二第五項の規定に違

反して、国ᐆの修理又は⁛ኻ、き損若しくは┐難の防止の

措置の施行をᣄみ、又はጉげた者 

二 第஑十八条第三項（第ⓒ八十භ条第二項で準用する場

合を含む。）で準用する第三十஑条第三項で準用する第三

十二条の二第五項の規定に違反して、発掘の施行をᣄみ、

又はጉげた者 

三 第ⓒ二十三条第二項（第ⓒ八十භ条第二項で準用する

場合を含む。）で準用する第三十஑条第三項で準用する第

三十二条の二第五項の規定に違反して特別史跡名勝天然

記念物の復旧又は⁛ኻ、き損、⾶ஸ若しくは┐難の防止の

措置の施行をᣄみ、又はጉげた者 

第ⓒ஑十஑条 

 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者がその法人又は人の業務又は財産の管理に関して第

ⓒ஑十三条から前条までの違反行為をしたときは、その行為

者を⨩するほか、その法人又は人に対し、各本条の⨩金ฮを

科する。 

第二ⓒ条 

 第三十஑条第一項（第四十୐条第三項（第八十三条で準用

する場合を含む。）、第ⓒ二十三条第二項、第ⓒ八十භ条第二

項又は第ⓒ八十୐条第二項で準用する場合を含む。）、第四十

஑条（第八十五条で準用する場合を含む。）又は第ⓒ八十五条

第二項に規定する重要文化財、重要有形民಑文化財又は史跡

名勝天然記念物の管理、修理又は復旧の施行の責めに任ずべ

き者がᛰ៏又は重大な過ኻによりその管理、修理又は復旧に

係る重要文化財、重要有形民಑文化財又は史跡名勝天然記念

物を⁛ኻし、き損し、⾶ஸし、又は┐み取られるに至らしめ

たときは、三十万円以下の過料に処する。 

第二ⓒ一条 

 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の過料

に処する。 

一 正当な理由がなくて、第三十භ条第一項（第八十三条

及び第ⓒ୐十二条第五項で準用する場合を含む。）又は第

三十୐条第一項の規定による重要文化財若しくは重要有

形民಑文化財の管理又は国ᐆの修理に関する文化庁長官

の࿨令に従わなかつた者 

二 正当な理由がなくて、第ⓒ二十一条第一項（第ⓒ୐十

二条第五項で準用する場合を含む。）又は第ⓒ二十二条第

一項の規定による史跡名勝天然記念物の管理又は特別史

跡名勝天然記念物の復旧に関する文化庁長官の࿨令に従

わなかつた者 

三 正当な理由がなくて、第ⓒ三十୐条第二項の規定によ

る重要文化的景観の管理に関する່告に係る措置をᇳる

べき᪨の文化庁長官の࿨令に従わなかつた者 

第二ⓒ二条 

 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に

処する。 

（中略） 

五 第五十四条（第八十භ条及び第ⓒ୐十二条第五項で準

用する場合を含む。）、第五十五条、第භ十八条（第஑十条

第三項及び第ⓒ三十三条で準用する場合を含む。）、第ⓒ三

十条（第ⓒ୐十二条第五項で準用する場合を含む。）、第ⓒ

三十一条又は第ⓒ四十条の規定に違反して、報告をせず、

若しくは⹫ഇの報告をし、又は当該公務員の立入調査若し

くは調査のための必要な措置の施行をᣄみ、ጉげ、若しく

はᚷ避した者 

（中略） 

୐ 正当な理由がなくて、第ⓒ二十八条第一項の規定によ

る制限若しくは禁止又は施設の࿨令に違反した者 

第二ⓒ三条 

 次の各号のいずれかに該当する者は、五万円以下の過料に

処する。 

（中略） 

二 第三十一条第三項（第භ十条第四項（第஑十条第三項

で準用する場合を含む。）、第八十条及び第ⓒ十஑条第二項

（第ⓒ三十三条で準用する場合を含む。）で準用する場合

を含む。）、第三十二条（第භ十条第四項（第஑十条第三項

で準用する場合を含む。）、第八十条及び第ⓒ二十条（第ⓒ

三十三条で準用する場合を含む。）で準用する場合を含

む。）、第三十三条（第八十条、第ⓒ十八条及び第ⓒ二十条

（これらの規定を第ⓒ三十三条で準用する場合を含む。）

並びに第ⓒ୐十二条第五項で準用する場合を含む。）、第三

十四条（第八十条及び第ⓒ୐十二条第五項で準用する場合

を含む。）、第四十三条の二第一項、第භ十一条若しくは第

භ十二条（これらの規定を第஑十条第三項で準用する場合

を含む。）、第භ十四条第一項（第஑十条第三項及び第ⓒ三

十三条で準用する場合を含む。）、第භ十五条第一項（第஑

十条第三項で準用する場合を含む。）、第୐十三条、第八十

- 65 -



>ここに入力@ 
 

一条第一項、第八十四条第一項本文、第஑十二条第一項、

第஑十භ条第一項、第ⓒ十五条第二項（第ⓒ二十条、第ⓒ

三十三条及び第ⓒ୐十二条第五項で準用する場合を含

む。）、第ⓒ二十୐条第一項、第ⓒ三十භ条又は第ⓒ三十஑

条第一項の規定に違反して、届出をせず、又は⹫ഇの届出

をした者 

三 第三十二条の二第五項（第三十四条の三第二項（第八

十三条で準用する場合を含む。）、第භ十条第四項及び第භ

十三条第二項（これらの規定を第஑十条第三項で準用する

場合を含む。）並びに第八十条で準用する場合を含む。）又

は第ⓒ十五条第四項（第ⓒ三十三条で準用する場合を含

む。）の規定に違反して、管理、修理若しくは復旧又は管

理、修理若しくは復旧のため必要な措置をᣄみ、ጉげ、又

はᚷ避した者 

（中略） 

 附 則（施行期日） 
第一条  この法律は、平成二十୐年四月一日から施行す

る。 
 （以下略）

 

ϫ-2 文化財保護法施行௧  （ᢤ⢋）         （昭和50年９月９日政令第267号） 

最終改正：平成27年12月16日政令第418号 

 

内㛶は、文化財保護法 （昭和二十五年法律第二ⓒ十四号）

第五十୐条の三第一項 、第八十条の二 及び第八十三条の三

第一項 （同条第二項 において準用する場合を含む。）並びに

文化財保護法 の一部を改正する法律（昭和五十年法律第四十

஑号）附則第十項 の規定に基づき、この政令を制定する。 
（中略） 

第五条  （都道府県又は市の教育委員会が処理する事務） 
次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道府県の

教育委員会が行うこととする。ただし、ᡃが国にとつて歴史

上又は学術上の価値が特に高いと認められる埋蔵文化財につ

いて、文化庁長官がその保護上特に必要があると認めるとき

は、自ら第五号に掲げる事務（法第஑十二条第一項 の規定に

よる届出の受理及び法第஑十四条第一項 又は第஑十୐条第

一項 の規定による通知の受理を除く。）を行うことをጉげな

い。 
一 法第三十五条第三項 （法第八十三条 、第ⓒ十八条、

第ⓒ二十条及び第ⓒ୐十二条第五項において準用する場

合を含む。）の規定による指᥹┘╩（管理に係るものに限

る。）並びに法第三十භ条第三項 （法第八十三条 、第ⓒ

二十一条第二項（法第ⓒ୐十二条第五項 において準用す

る場合を含む。）及び第ⓒ୐十二条第五項において準用す

る場合を含む。）、第四十භ条の二第二項及び第ⓒ二十஑条

第二項において準用する法第三十五条第三項 の規定によ

る指᥹┘╩ 
二 法第四十三条第四項 （法第ⓒ二十五条第三項 におい

て準用する場合を含む。）の規定による現状変更又は保存

に影響を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）の೵

止࿨令（文化庁長官が許可した現状変更等に係るものに限

る。） 
（中略） 

４ 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道府県

の教育委員会（第一号イからリまで及びルに掲げる現状変更

等が市の区域（法第ⓒ五十条第一項に規定する管理団体（以

下この条において༢に「管理団体」という。）が都道府県であ

る史跡名勝天然記念物の管理のための計画（以下この条にお

いて「管理計画」という。）を当該都道府県の教育委員会が定

めている区域を除く。以下この項において「特定区域」とい

う。）内において行われる場合、同号ヌに掲げる現状変更等を

行う動物園又は水族館が特定区域内に存する場合並びに同号

ࣤに規定する指定区域が特定区域内に存する場合にあつては、

当該市の教育委員会）が行うこととする。 
一 次に掲げる現状変更等（イからチまでに掲げるものに

あつては、史跡名勝天然記念物の指定に係る地域内におい

て行われるものに限る。）に係る法第ⓒ二十五条 の規定に

よる許可及びその取消し並びに೵止࿨令 
イ 小規模建築物（階数が二以下で、かつ、地階を有しな

い木造又は鉄骨造の建築物であつて、建築面積（増築又

は改築にあつては、増築又は改築後の建築面積）がⓒ二

十平方メートル以下のものをいう。ࣟにおいて同じ。）

で二年以内の期間を限つて設置されるものの新築、増築

又は改築 
 ࣟ 小規模建築物の新築、増築又は改築（増築又は改築に

あつては、建築の日から五十年を経過していない小規模

建築物に係るものに限る。）であつて、指定に係る地域

の面積がⓒ五十࣊クタール以上である史跡名勝天然記

念物に係る都市計画法 （昭和四十三年法律第ⓒ号）第

八条第一項第一号 の第一種低層住居専用地域又は第二

種低層住居専用地域におけるもの 
ハ 工作物（建築物を除く。以下このハにおいて同じ。）

の設置若しくは改修（改修にあつては、設置の日から五

十年を経過していない工作物に係るものに限る。）又は

道路の⯒⿦若しくは修⧋（それぞれ土地の掘削、盛土、

切土その他土地の形状の変更を伴わないものに限る。） 
ニ 法第ⓒ十五条第一項 （法第ⓒ二十条 及び第ⓒ୐十二

条第五項 において準用する場合を含む。）に規定する史

跡名勝天然記念物の管理に必要な施設の設置、は改修 
ホ 電柱、電線、ガス管、水管、下水道管その他これらに

類する工作物の設置又は改修 
 ࣊ 建築物等の除却（建築又は設置の日から五十年を経過

していない建築物等に係るものに限る。） 
ト 木竹の伐採（名勝又は天然記念物の指定に係る木竹に

ついては、危㝤防止のため必要な伐採に限る。） 
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チ 史跡名勝天然記念物の保存のため必要な試験材料の

採取 
（中略） 
 ࣤ イからルまでに掲げるもののほか、史跡名勝天然記念

物の指定に係る地域のうち指定区域（当該史跡名勝天然

記念物の管理計画を都道府県の教育委員会（当該管理計

画が市の区域（管理団体が当該都道府県である史跡名勝

天然記念物の指定に係る地域内の区域に限る。）又は町

村の区域を対象とする場合に限る。）又は市の教育委員

会（当該管理計画が特定区域を対象とする場合に限る。）

が定めている区域のうち当該都道府県又は市の教育委

員会の申出に係るもので、現状変更等の態様、頻度その

他の状況を຺案して文化庁長官が指定する区域をい

う。）における現状変更等 
二 法第ⓒ三十条 （法第ⓒ୐十二条第五項 において準用

する場合を含む。）及び第ⓒ三十一条 の規定による調査

及び調査のため必要な措置の施行（前号イからࣤまでに

掲げる現状変更等に係る法第ⓒ二十五条第一項 の規定

による許可の申請に係るものに限る。） 
５ 前項の管理計画に記載すべき事項は、文部科学省令で定

める。 
６ 都道府県の教育委員会は、管理団体が当該都道府県であ

る史跡名勝天然記念物について、市の区域を対象とする管理

計画を定めようとするときは、あらかじめ、当該市の教育員

会に協議し、その同意を得なければならない。これを変更し、

又は廃止しようとするときも、同様とする。 
（中略） 

８ 文化庁長官は、第四項第一号ࣤの規定による指定区域の

指定をしたときは、その᪨を官報で告示しなければならない。 
９ 第一項本文、第二項本文、第三項及び第四項の場合にお

いては、法の規定中これらの規定により都道府県又は市の教

育委員会が行う事務に係る文化庁長官に関する規定は、都道

府県又は市の教育委員会に関する規定として都道府県又は市

の教育委員会に適用があるものとする。 
（中略） 

第୐条  （事務の区分） 
第五条第一項（第五号に係る部分を除く。）、第三項（第二

号に係る部分を除く。）及び第四項の規定により都道府県又は

市が処理することとされている事務は、地方自治法第二条第

஑項第一号 に規定する第一号 法定受託事務とする。 
（中略） 
附 則 
 この政令は、平成二十八年四月一日から施行する。 
 

 

ϫ-3 特別史跡名勝天然記念物及び史跡名勝天然記念物指定基準 （ᢤ⢋） 

（昭和26年５月10日 文化財保護委員会告示第２号） 

最終改正：平成８年10月28日文部省告示第185号 

 
史跡 

次に掲げるもののうちᡃが国の歴史の正しい理解のため

に欠くことができず、ୟつ、その遺跡の規模、遺構、出土

遺物等において学術的価値のあるもの                              
一 貝塚、集落跡、古墳、その他この類の遺跡 
二 都城跡、国郡庁跡、城跡、官公庁、ᡓ跡その他政治に

関する遺跡 
三 社寺の跡又は旧境内その他祭祀信仰に関する遺跡 
四 学校、研究施設、文化施設その他教育・学術・文化に

関する遺跡 
五 ་⒪・福♴施設、生活関連施設その他社会・生活に関

する遺跡 
භ 交通・通信施設、生活関連施設その他社会・生活に関

する遺跡 
୐ 墳墓及び☃ 
八 旧宅、園池その他特に由緒のある地域の類 
஑ 外国及び外国人に関する遺跡 

特別史跡 
史跡のうち学術上の価値が特に高く、ᡃが国文化の象徴た

るもの 
（下略） 
 

 

ϫ-4 特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の管理に関する 

届出書等に関する規則 （ᢤ⢋）     （昭和26年３月８日文化財保護委員会規則第８号） 

最終改正：平成17年３月28日文部科学省令第11号 

 
文化財保護法 （昭和二十五年法律第二ⓒ十四号）第୐十四

条第三項 で準用する同法第三十一条第三項 の規定並びに同

法第୐十五条 で準用する同法第三十二条 及び第三十三条 

の規定に基き、並びに同法第୐十五条 で準用する同法第三十

二条第一項 及び第三十三条 並びに同法第八十二条 の規定

を実施するため、同法第十五条第一項 の規定に基き、特別史

跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の管理に関する届

出書等に関する規則を次のように定める。 

第一条  （管理責任者選任の届出書の記載事項） 

文化財保護法 （昭和二十五年法律第二ⓒ十四号。以下「法」
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という。）第ⓒ十஑条第二項 で準用する法第三十一条第三項 

の規定による管理責任者を選任したときの届出の書面には、

次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）、名勝（特別名勝

を含む。以下同じ。）又は天然記念物（特別天然記念物を

含む。以下同じ。）の別及び名称 

二 指定年月日 

三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四 所有者の氏名又は名称及び住所 

五 管理責任者の氏名及び住所 

භ 管理責任者の職業及び年令 

୐ 選任の年月日 

八 選任の事由 

஑ その他参考となるべき事項 

第二条  （管理責任者解任の届出書の記載事項） 

法第ⓒ十஑条第二項 で準用する法第三十一条第三項 の規

定による管理責任者を解任したときの届出の書面には、次に

掲げる事項を記載するものとする。 

一 史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称 

二 指定年月日 

三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四 所有者の氏名又は名称及び住所 

五 管理責任者の氏名及び住所 

භ 解任の年月日 

୐ 解任の事由 

八 新管理責任者の選任に関する見込みその他参考となる

べき事項 

第三条  （所有者変更の届出書の記載事項等） 

法第ⓒ二十条 で準用する法第三十二条第一項 の規定によ

る所有者が変更したときの届出の書面には、次に掲げる事項

を記載するものとする。 

一 史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称 

二 指定年月日 

三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四 旧所有者の氏名又は名称及び住所 

五 新所有者の氏名又は名称及び住所 

භ 所有者の変更が指定地域の一部に係る場合は、当該地

域の地番、地目及び地積 

୐ 変更の年月日 

八 変更の事由 

஑ その他参考となるべき事項 

２ 前項の書面には、所有権の移転をド明する書類をῧえる

ものとする。 

第四条  （管理責任者変更の届出書の記載事項） 

法第ⓒ二十条 で準用する法第三十二条第二項 の規定によ

る管理責任者を変更したときの届出の書面には、次に掲げる

事項を記載するものとする。 

一 史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称 

二 指定年月日 

三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四 所有者の氏名又は名称及び住所 

五 旧管理責任者の氏名及び住所 

භ 新管理責任者の氏名及び住所 

୐ 新管理責任者の職業及び年令 

八 変更の年月日 

஑ 変更の事由 

十 その他参考となるべき事項 

第五条  （所有者又は管理責任者の氏名若しくは名称又は住

所変更の届出書の記載事項） 

法第ⓒ二十条 で準用する法第三十二条第三項 の規定によ

る所有者又は管理責任者が氏名若しくは名称又は住所を変更

したときの届出の書面には、次に掲げる事項を記載するもの

とする。 

一 史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称 

二 指定年月日 

三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四 管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地 

五 変更前の氏名若しくは名称又は住所 

භ 変更後の氏名若しくは名称又は住所 

୐ 変更の年月日 

八 その他参考となるべき事項 

第භ条  （史跡、名勝又は天然記念物の⁛ኻ、き損等の届出

書の記載事項等） 

法第ⓒ十八条 、第ⓒ二十条及び第ⓒ୐十二条第五項で準用

する法第三十三条 の規定による史跡、名勝又は天然記念物の

全部又は一部が⁛ኻし、き損し、若しくは⾶ஸし、又はこれ

をஸኻし、若しくは┐み取られたときの届出の書面には、次

に掲げる事項を記載するものとする。 

一 史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称 

二 指定年月日 

三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四 所有者の氏名又は名称及び住所 

五 管理責任者がある場合は、その氏名及び住所 

භ 管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地 

୐ ⁛ኻ、き損、⾶ஸ、ஸኻ又は┐難（以下「⁛ኻ、き損

等」という。）の事実の生じた日時 

八 ⁛ኻ、き損等の事実の生じた当時における管理の状況 

஑ ⁛ኻ、き損等の原ᅉ並びにき損の場合は、その箇所及

び程度 

十 き損の場合は、き損の結果当該史跡、名勝又は天然記

念物がその保存上受ける影響 

十一 ⁛ኻ、き損等の事実を知つた日 

十二 ⁛ኻ、き損等の事実を知つた後にᇳられた措置その

他参考となるべき事項 

２ 前項の書面には、⁛ኻ、き損等の状態を示すキヤビネ型

写真及び図面をῧえるものとする。 

第୐条  （土地の所在等の異動の届出） 

法第ⓒ十五条第二項 （法第ⓒ二十条 及び第ⓒ୐十二条第

五項 で準用する場合を含む。）の規定による土地の所在等の

異動の届出は、前条第一項第一号から第භ号までに掲げる事

項並びに異動前の土地の所在、地番、地目又は地積及び異動

後の土地の所在、地番、地目又は地積その他参考となるべき
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事項を記載した書面をもつて、異動のあつたのち三十日以内

に行わなければならない。 

２ 地番、地目又は地積の異動が分筆による場合は、当該土

地に係る登記事項ド明書及び登記所に備えられた地図の写本

を前項の書面にῧえるものとする。 

第八条  （国の所有に属する史跡、名勝又は天然記念物の管

理に関する通知書の記載事項等） 

国の所有に属する史跡、名勝又は天然記念物の管理に関す

る通知の書面については、法第ⓒභ十୐条第一項第一号 及び

第二号 の場合に係るときは第三条 の規定を、法第ⓒභ十୐

条第一項第三号 の場合に係るときは第භ条 の規定を、法第

ⓒභ十୐条第一項第୐号 の場合に係るときは前条の規定を

準用する。 

 

（中略） 

附 則 
 この省令は、平成十୐年四月一日から施行する。  
 

 

 

ϫ-5 特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の 

復旧の届出に関する規則 （ᢤ⢋）  （昭和29年６月29日文化財保護委員会規則第９号） 

最終改正：平成17年３月28日文部科学省令第11号 

 
文化財保護法 （昭和二十五年法律第二ⓒ十四号）第八十条

の二第一項 （同法第஑十条第二項 で準用する場合を含む。）

の規定に基き、特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記

念物の復旧の届出に関する規則を次のように定める。 
第一条  （復旧の届出） 
文化財保護法 （昭和二十五年法律第二ⓒ十四号。以下「法」

という。）第ⓒ二十୐条第一項 の規定による届出は、次に掲

げる事項を記載した書面をもつて行うものとする。 
一 史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）名勝（特別名勝を

含む。以下同じ。）又は天然記念物（特別天然記念物を含

む。以下同じ。）の別及び名称 
二 指定年月日 
三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 
四 所有者の氏名又は名称及び住所 
五 権原に基づく占有者の氏名又は名称及び住所 
භ 管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地 
୐ 管理責任者がある場合は、その氏名及び住所 
八 復旧を必要とする理由 
஑ 復旧の内容及び方法 
十 復旧の着手及び終了の予定時期 
十一 復旧施工者の氏名及び住所又は名称及び代表者の氏

名並びに事務所の所在地 
十二 その他参考となるべき事項 

２ 前項の届出の書面には、左に掲げる書類、写真及び図面

をῧえるものとする。 
一 設計仕様書 
二 復旧をしようとする箇所を表示した当該復旧に係る地

域又は復旧をしようとする箇所の写真及び図面 
三 復旧をしようとする者が管理団体であるときは、所有

者及び権原に基く占有者の意見書 
（届出書及びそのῧ附書類等の記載事項等の変更） 

第二条 
 前条第一項の届出の書面又は同条第二項の書類又は写真若

しくは図面に記載し、又は表示した事項を変更しようとする

ときは、あらかじめ文化庁長官にその᪨を届け出なければな

らない。 
第三条  （終了の報告） 
法第ⓒ二十୐条第一項 の規定により届出を行つた者は、届

出に係る復旧が終了したときは、その結果を示す写真及び図

面をῧえて、遅⁫なくその᪨を文化庁長官に報告するものと

する。 
第四条  （復旧の届出を要しない場合） 
法第ⓒ二十୐条第一項 ただし書の規定により届出を要し

ない場合は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。 
一 法第ⓒ十八条 又は第ⓒ二十条 で準用する法第三十五

条第一項 の規定による補助金の交付を受けて復旧を行う

とき。 
二 法第ⓒ二十二条第一項 又は第二項 の規定による࿨令

又は່告を受けて復旧を行うとき。 
三 法第ⓒ二十五条第一項 の規定による現状変更等の許

可を受けて復旧を行うとき。 
第五条  （国の所有に属する史跡、名勝又は天然記念物の復

旧の通知） 
法第ⓒභ十୐条第一項第五号 の規定による史跡、名勝又は

天然記念物の復旧の通知には、第一条から第三条までの規定

を準用する。 
２ 法第ⓒභ十୐条第一項第五号 括ᘼ書の規定により史跡、

名勝又は天然記念物の復旧について通知を要しない場合は、

次の各号のいずれかに該当する場合とする。 
一 法第ⓒභ十八条第一項第一号 又は第二項 の規定によ

る同意を得て復旧を行うとき。 
二 法第ⓒභ十஑条第一項第二号 の規定による່告を受

けて復旧を行うとき。 
 
（中略） 

  附 則 
 この省令は、平成十୐年四月一日から施行する。  
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ϫ-6 特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の現状変更等の 

許可申請等に関する規則 （ᢤ⢋）   （昭和26年７月13日文化財保護委員会規則第10号） 

最終改正：平成27年12月21日文部科学省令第36号 

 
文化財保護法 （昭和二十五年法律第二ⓒ十四号）第八十条 

の規定を実施するため、同法第十五条第一項 の規定に基き、

特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物現状変更等

許可申請規則を次のように定める。 

第一条  （許可の申請） 

文化財保護法 （昭和二十五年法律第二ⓒ十四号。以下「法」

という。）第ⓒ二十五条第一項 の規定による許可を受けよう

とする者（以下「許可申請者」という。）は、次に掲げる事項

を記載した許可申請書を文化庁長官（法第ⓒ八十四条第一項

第二号 及び文化財保護法施行令 （昭和五十年政令第二ⓒභ

十୐号。以下「令」という。）第五条第四項第一号 の規定に

より当該許可を都道府県又は市の教育委員会が行う場合には、

当該都道府県又は市の教育委員会）に提出しなければならな

い。 

一 史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）、名勝（特別名勝

を含む。以下同じ。）又は天然記念物（特別天然記念物を

含む。以下同じ。）の別及び名称 

二 指定年月日 

三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四 所有者の氏名又は名称及び住所 

五 権原に基づく占有者の氏名又は名称及び住所 

භ 管理団体がある場合は、その名称及び事務所所在地 

୐ 管理責任者がある場合は、その氏名及び住所 

八 許可申請者の氏名及び住所又は名称及び代表者の氏名

並びに事務所の所在地 

஑ 史跡、名勝又は天然記念物の現状変更又は保存に影響

を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）を必要とす

る理由 

十 現状変更等の内容及び実施の方法 

十一 現状変更等により生ずる物件の⁛ኻ若しくはき損又

は景観の変化その他現状変更等が史跡、名勝又は天然記念

物に及ぼす影響に関する事項 

十二 現状変更等の着手及び終了の予定時期 

十三 現状変更等に係る地域の地番 

十四 現状変更等に係る工事その他の行為の施行者の氏名

及び住所又は名称及び代表者の氏名並びに事務所の所在

地 

十五 その他参考となるべき事項 

（中略） 

第二条  （許可申請書のῧ附書類等） 

前条の許可申請書には、左に掲げる書類、図面及び写真を

ῧえなければならない。 

一 現状変更等の設計仕様書及び設計図 

二 現状変更等に係る地域及びこれに関連する地域の地番

及び地ぼうを表示した実測図 

三 現状変更等に係る地域のキヤビネ型写真 

四 現状変更等を必要とする理由をドするに足りる資料が

あるときは、その資料 

五 許可申請者が所有者以外の者であるときは、所有者の

承ㅙ書 

භ 許可申請者が権原に基く占有者以外の者であるときは、

その占有者の承ㅙ書 

୐ 管理団体がある場合において、許可申請者が管理団体

以外の者であるときは、管理団体の意見書 

八 管理責任者がある場合において、許可申請者が管理責

任者以外の者であるときは、管理責任者の意見書 

（中略） 

２ 前項第二号の実測図及び同項第三号の写真には、現状変

更等をしようとする箇所を表示しなければならない。 

第三条  （終了の報告） 

法第ⓒ二十五条第一項 の規定による許可を受けた者は、当

該許可に係る現状変更等を終了したときは、遅⁫なくその᪨

を文化庁長官（法第ⓒ八十四条第一項第二号 及び令第五条第

四項第一号 の規定により当該許可を都道府県又は市の教育

委員会が行つた場合には、当該都道府県又は市の教育委員会）

に報告するものとする。 

２ 前項の終了の報告には、その結果を示す写真又は見取図

をῧえるものとする。 

第四条  （維持の措置の範囲） 

法第ⓒ二十五条第一項 ただし書の規定により現状変更に

ついて許可を受けることを要しない場合は、次の各号のいず

れかに該当する場合とする。 

一 史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は⾶ஸしてい

る場合において、その価値に影響を及ぼすことなく当該史

跡、名勝又は天然記念物をその指定当時の原状（指定後に

おいて現状変更等の許可を受けたものについては、当該現

状変更等の後の原状）に復するとき。 

二 史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は⾶ஸしてい

る場合において、当該き損又は⾶ஸの拡大を防止するため

応急の措置をするとき。 

三 史跡、名勝又は天然記念物の一部がき損し、又は⾶ஸ

し、かつ、当該部分の復旧が明らかに不可能である場合に

おいて、当該部分を除去するとき。 

第五条  （国の機関による現状変更等） 

各省各庁の長その他の国の機関が、史跡、名勝又は天然記

念物の現状変更等について、法第ⓒභ十八条第一項第一号 又
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は第二項 の規定による同意を求めようとする場合には第一

条 及び第二条 の規定を、法第ⓒභ十八条第一項第一号 又は

第二項 の規定による同意を受けた場合には第三条 の規定を

準用する。 

２ 法第ⓒභ十八条第三項 で準用する法第ⓒ二十五条第一

項 ただし書の規定により現状変更について同意を求めるこ

とを要しない場合は、前条各号に掲げる場合とする。 

第භ条  （管理計画） 

令第五条第四項の管理のための計画には、次に掲げる事項

を記載するものとする。 

一 史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称 

二 指定年月日 

三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四 管理計画を定めた教育委員会 

五 史跡、名勝又は天然記念物の管理の状況 

භ 史跡、名勝又は天然記念物の管理に関する基本方針 

୐ 史跡、名勝又は天然記念物の現状変更等の許可の基準

及びその適用区域 

八 その他参考となるべき事項 

２ 管理計画には、史跡、名勝又は天然記念物の許可の基準

の適用区域を示す図面をῧえるものとする。 

第୐条 （市の区域に係る事務の処理の開始の公示） 

 令第五条第୐項の規定による公示は、次に掲げる事項につ

いて行うものとする。 

一 令第五条第四項各号に掲げる事務のうち市の区域に係

るものの処理を開始する᪨ 

二 令第五条第四項各号に掲げる事務のうち市の区域に係

るものの処理を開始する日 

 

 （中略） 

附 則  

 この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。 

 

 

ϫ-7 文化財保護法施行௧第５᮲第４項第１号イからࣝまでに掲ࡆる 

史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可の事務の処理基準  （ᢤ⢋） 

          （平成12年４月28日文部大臣⿢定） 

最終改正：平成27年12月21日 

 

地方自治法 （昭和22年法律第67号）第245条 の９第１

項及び第３項の規定に基づき、文化財保護法施行令（昭和50

年政令第267号。以下「令」という。）第５条第４項第１号イ

からルまでに掲げる史跡名勝天然記念物の現状変更又は保存

に影響を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）の許可の

事務を都道府県又は市の教育委員会が処理するに当たりよる

べき基準を次のとおり定める。 

Ⅰ 共通事項 

 �1� 現状変更等が「市」と当該市以外の「市」又は「町村」

とにまたがって行われる場合には、現状変更等の許可申

請は、許可の権限を有するそれぞれの都道府県又は市の

教育委員会が受理し、許可の事務を行う。この場合には、

関係教育委員会相஫間において、必要に応じ、適ᐅ連絡

調整を行うものとする。（中略） 

 �2� 次の場合には、当該現状変更等を許可することができ

ない。 

① 史跡名勝天然記念物の適切な保存活用等のために策

定された「保存活用計画（保存管理計画）」に定められ

た保存（保存管理）の基準に反する場合 

② 史跡名勝天然記念物の⁛ኻ、ẋ損又は⾶ஸのおそれ

がある場合 

③ 史跡名勝天然記念物の景観又は価値を著しく減じる

と認められる場合 

④ 地域を定めて指定した天然記念物に関し、指定対象

である動植物の生息環境又は生態系全体に対して著し

い影響を与えるおそれがある場合 

 �3� 都道府県又は市の教育委員会に対する現状変更等の許

可申請の審査のため、地方公共団体等が事前に発掘調査

を行う場合は、当該発掘調査の実施につき文化財保護法

（昭和25年法律第214号。以下「法」という。）第125

条第１項の規定による文化庁長官の許可を要する。 

 �4� 都道府県又は市の教育委員会が現状変更等の許可をす

るに当たっては、法第125条第３項において準用する法

第43条第３項の規定により、許可の条件として次の例の

ような指示をすることができる。なお、当該許可の条件

として指示した発掘調査の実施については、改めて現状

変更等の許可を要しない。 

① 当該現状変更等の事前に発掘調査を行うこと。 

② 当該現状変更等に際し、関係教育委員会の職員の立

会を求めること。 

③ 重要な遺構などが発見された場合は、設計変更等に

より、その保存を図ること。 

④ 当該現状変更等の実施に当たっては、関係教育委員

会の職員の指示を受けること。 

⑤ 当該現状変更等の許可申請書又はῧ付した書類、図

面若しくは写真の記載事項又は表示事項のうち、現状

変更等の内容及び実施の方法の変更、許可申請者の変

更などの実質的な変更については、改めて現状変更等

の許可を申請すること。ただし、許可申請者の住所や

事務所の所在地の変更など実質的な変更でないもの

については、その᪨を報告すること。 

⑥ 当該現状変更等を終了したときは、遅⁫なくその᪨
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を報告すること。 

Ⅱ 個別事項 

１ 令第５条第４項第１号イ関係 

 �1� 「建築面積」とは、建築基準法施行令（昭和25年政令

第338号）第２条第１項第２号に定める建築面積をいう。 

 �2� 次の場合は、本号による許可の事務の範囲には含まれ

ない。 

① 新築については、小規模建築物の設置期間の更新が

あらかじめ予想される場合 

② 増築又は改築については、増築又は改築部分の設置

期間が本体である建築物の新築を完了した日から２年

を超える場合 

③ 新築、増築又は改築については、当該新築等に伴う

土地の掘削、盛土、切土その他土地の形状の変更が、

当該新築等に必要な最小限度のやむを得ない規模を超

える場合 

 �3� 新築、増築又は改築の際に木竹の伐採を行う場合には、

当該木竹の伐採について、別途、法第125条第１項の規

定による文化庁長官の許可又は令第５条第４項第１号ト

による都道府県又は市の教育委員会の許可を要する（法

第125条第１項ただし書の維持の措置である場合を除

く。）。 

 �4� 新築、増築又は改築の際に除却を伴う場合には、「新築

及び除却」、「増築及び除却」又は「改築及び除却」とし

て許可の申請をさせ、除却と併せて許可をするものとす

る。 

２ 令第５条第４項第１号ࣟ関係 

 �1� 新築、増築又は改築に伴う土地の掘削、盛土、切土そ

の他土地の形状の変更が、新築等に必要な最小限度のや

むを得ない規模を超える場合には、本号による許可の事

務の範囲に含まれない。 

 �2� 新築、増築又は改築の際に木竹の伐採を伴う場合には、

当該木竹の伐採について、別途、法第125条第１項の規

定による文化庁長官の許可又は令第５条第４項第１号ト

による都道府県又は市の教育委員会の許可を要する（法

第125条第１項ただし書の維持の措置である場合を除

く。）。 

３ 令第５条第４項第１号ハ関係 

 �1� 「工作物」には、次のものを含む。 

① 小規模建築物に附随する門、生けᇉ又はሟ 

② 既設の道路に設置される電柱、道路標識、信号機又

はガードレール 

③ 小規模な観測・測定機器 

④ 木道 

 �2� 「道路」には、道路法（昭和27年法律第180号）第３

条各号に掲げる道路（ただし、道路と一体となってその

効用を全うする施設及び道路の付属物で当該道路に附属

して設けられているものを除く。）のほか、農道、林道、

⁺ 関連道を含む。 

 �3� 㹹道路の⯒⿦㹻とは、既設の未⯒⿦の道路の⯒⿦をい

う。 

 �4� 「道路の修⧋」とは、既設の⯒⿦又は未⯒⿦の道路の

◚損、ຎ化等に対応して行われる部分的な修復その他こ

れに類する工事をいう。 

 �5� 道路についての「土地の形状の変更」には、道路の幅

員の拡幅、路床の削平、側溝の設置及び道路の構造の変

更に伴うものを含む。 

 �6� 工作物の設置又は改修の際に木竹の伐採を伴う場合に

は、当該木竹の伐採について、別途、法第125条第１項

の規定による文化庁長官の許可又は令第５条第４項第１

号トによる都道府県又は市の教育委員会の許可を要する

（法第125条第１項ただし書の維持の措置である場合を

除く。）。 

４ 令第５条第４項第１号ニ関係 

 �1� 「史跡名勝天然記念物の管理に必要な施設」とは、法

第115条第１項の標識、説明版、境界標、囲さくその他

の施設をいう。 

 �2� 設置又は改修に伴う土地の掘削、盛土、切土その他土

地の形状の変更が、設置等に必要な最小限度のやむを得

ない規模を超える場合には、本号による許可の事務の範

囲に含まれない。 

 �3� 標識、説明版、標柱、注意ᮐ、境界標又は囲さくその

他の施設であって、史跡名勝天然記念物標識等設置基準

規則（昭和29年文化財保護委員会規則第７号）に定める

基準に合⮴しないものについては、その設置又は改修の

許可をすることができない。 

５ 令第５条第４項第１号ホ関係 

 �1� 「電線」には、配電管内の電線及び電話線等の通信線

を含む。 

 �2� 「その他これらに類する工作物」には、側溝、街Ὼ、

集水ます及び電線共同溝を含む。 

 �3� 設置又は改修に伴う土地の掘削、盛土、切土その他土

地の形状の変更が、設置又は改修に必要な最小限度のや

むを得ない規模を超える場合には、本号による許可の事

務の範囲に含まれない。 

６ 令第５条第４項第１号࣊関係 

 �1� 除却に伴う土地の掘削、盛土、切土その他土地の形状

の変更が、除却に必要な最小限度のやむを得ない規模を

超える場合には、本号による許可の事務の範囲に含まれ

ない。 

 �1� 除却に伴う土地の掘削、盛土、切土その他土地の形状

の変更が、除却に必要な最小限度のやむを得ない規模を

超える場合には、本号による許可の事務の範囲に含まれ

ない。 

 �2� 除却の際に木竹の伐採を伴う場合には、当該木竹の伐

採について、別途、法第125条第１項の規定による文化

庁長官の許可又は令第５条第４項第１号トによる都道府

県又は市の教育委員会の許可を要する�法第125条第１

項ただし書の維持の措置である場合を除く。�。 

７ 令第５条第４項第１号ト関係 

 �1� 「木竹の伐採」とは、幹を切ること及びᯞを切断して

除去することをいう。 
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 �2� 「危㝤防止のため必要な伐採」とは、設置又は改修に

伴う土地の掘削、盛土、切土その他土地の形状の変更が、

設置等に必要な最小限度のやむを得ない規模を超える場

合には、本号による許可の事務の範囲に含まれない。 

 �3� 木竹の伐採が、法第125条第１項ただし書の維持の措

置である場合には、許可を要しない。 

８ 令第５条第４項第１号チ関係 

 �1� 「保存のために必要な試験材料の採取」とは、その保

存を目的として史跡名勝天然記念物の現状を適切に把握

するために行われる土壌、植物、㖔物等のサンプル採取

をいう。 

 �2� 学術研究のために行われるものなど、史跡名勝天然記

念物の保存を目的としない試験材料の採取については、

本号による許可の事務の範囲に含まれない。 

（中略） 

Ⅲ その他 

この⿢定は、平成28年４月１日から適用する。 
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Ⅴ　現況写真

①遺跡西端 ②遺跡西側　低湿地

③遺跡西側　低湿地 ④低湿地　雨水排水路

⑤遺跡北側から環状の高まり周辺 ⑥遺跡中心周辺

④

① ②

⑦

③
⑤ ⑥

⑦遺跡中心周辺
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⑫

⑭

⑨

⑩

➇

⑬

⑪

⑧遺跡南側　環状の高まり周辺 ⑨遺跡南側　環状の高まり周辺

⑩遺跡南東側　環状の高まり周辺 ⑪遺跡東側　環状の高まり周辺

⑫遺跡東側　環状の高まり周辺 ⑬名称標柱

⑭解説板
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Ⅵ　遺構・遺物写真

重複する住居跡（Ｊ地点） 住居跡柱穴内の貝層出土状態（Ｉ地点）

装身具（Ｈ・Ｉ・Ｊ地点）

鹿角の出土状態（Ｊ地点）

泥炭層際の住居跡晩期遺物出土状態（Ｈ地点）

昭和 15 年発掘調査の大形住居跡（同志社大学歴史資料館所蔵）

出土土器（Ｃ・Ｆ・Ｈ・Ｉ・Ｊ地点）

漆塗櫛（Ｈ地点 )
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